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課題名  S-5 地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的

研究 

4. 統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリオの開発  

課題代表者名 山形 与志樹 （独立行政法人国立環境研究所 地球環境研究センター 主席研究員） 

 

研究実施期間 平成19～23年度 

 

累計予算額   423,885千円（うち23年度 89,585千円） 

予算額は、間接経費を含む。 

 

研究体制 

（１）社会経済シナリオのダウンスケール手法と土地利用変化シナリオの開発に関する研究 

（（独）国立環境研究所） 

（２）温室効果ガスとエアロゾル等の排出の空間分布の推定に関する研究（（独）国立環境研究所） 

（３）空間詳細シナリオの検証と国際研究ネットワークの構築に関する研究（（独）国立環境研究所） 

（４）気候変動シナリオの解析による空間詳細シナリオの整合性評価に関する研究（（独）海洋研究開発機構） 

 

I. 戦略課題S-5テーマ4の全体構成  

本テーマでは、第1に、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第5次評価報告書に向けて国際的に進められ

ている研究動向に対応する形で、日本の「アジア太平洋統合評価モデル(Asia-Pacific Integrated Model：以降、

AIMという)」により作成された社会経済シナリオのダウンスケーリングを行った。具体的には、サブテーマ（１）にお

いて、空間的な社会経済発展パターンをモデル化してグローバルシナリオを空間詳細化（ダウンスケール）する手

法と、農林地間の転換をモデル化して空間詳細な土地利用変化シナリオを開発し、地球システムモデルや気候

モデルが地表面の境界条件として用いる空間詳細な社会経済シナリオや土地利用変化シナリオを、緯度経度

0.5°解像度で作成した。この空間詳細シナリオを用いて、サブテーマ（２）では、気候モデルに入力する温室効

果ガス(GHG)・エアロゾル等の排出データを作成し、サブテーマ（３）で、都市・地域の研究者間の国際連携を強

化する国際研究ネットワークを通じて、空間詳細シナリオの妥当性について国内外のテストサイトにおいて検証し

た。そして、サブテーマ（４）において、空間詳細シナリオを用いた火災・土地利用変化によるCO2等の排出量の気

候変動予測計算を実施し、気候変動影響との整合性について検討した。 

第2に、サブテーマ（１）では、地域を限定して、より空間詳細な土地利用シナリオ、社会経済活動シナリオの開

発を行った。このシナリオは、本課題テーマ３などの地域気候モデルの入力データとして提供し、地域気候の予

測精度の向上に寄与するものとなった。 

図1に示すように、以下の4サブテーマ体制を組んで実施したが、各サブテーマ間では、データの受け渡し等、

密接に連携して研究を実施した。 

 

Ⅱ. 本研究により得られた科学的成果 

全球を対象とした人口・GDP、エアロゾル排出、土地利用変化、GHG排出量の0.5°メッシュのシナリオである

代表的濃度経路(RCP)シナリオについて、修正と検討を実施し、次期のIPCCで検討されているシナリオに対応す

る地理的な分布を持ったシナリオを構築した。この成果は、現在、世界中の研究グループが標準的に用いる4つ

のシナリオのうちの1つ（RCP6.0）として、新しい気候変動予測計算の前提条件に用いられており、温暖化予測の

空間詳細化等の精度向上に貢献することができた。 

また、土地利用変化起源のCO2排出量の見積もりについて、統合評価モデルで計算された値と、テーマ４の空

間的に詳細な生態系モデルで計算された値の間で大きな差（21世紀中の積算値で60PgC程度）があることが示

された。たとえば、大気中温室効果ガス濃度安定化に必要な排出削減量は主に統合評価モデルにより見積もら

れてきているため、政策的に重要なこのような見積もりに、これまで十分に注意されてこなかった不確実性がある

ことが示唆された。 

 

Ⅲ. 成果の環境政策への貢献 

RCPはIPCC第5次評価報告書に向けたベンチマークシナリオであり、その空間詳細化と温暖化影響の評価を

行う研究は、IPCCへの国際貢献として重要な意味を持つ。また、土地利用について空間詳細化をさらに進めた
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都市シナリオは新シナリオと連携を行うことで、テーマ３の都市気候モデルとの結果と併せて世界各地の都市に

おける温暖化影響を評価する際に有用な情報となることが期待される。これらの研究により、将来の気候変動に

よる影響を予測するために必要となる、空間詳細な土地利用シナリオに関する知見が得られ、より詳細な気候

変動影響評価や適応策の検討に資することができた。 

また、国際研究ネットワークを通じて収集したデータや情報は、グローバルな都市炭素収支計画を策定すると

いう長期的な目標に役立つものであり、IPCC第5次評価報告書や全球エネルギー評価などの主要な国際評価

に貢献している。 

 

IV. 研究概要 

１．はじめに（研究背景等） 

IPCC第4次報告書では、気候変動予測に用いるシナリオは、多くのシナリオから代表的な数値を抽出したもの

であり、気候変動と社会変化に関連がないだけでなく、空間的にも、全世界を10数地域に分割したものであった。

しかし、近年では、温暖化問題に対する適応と緩和の重要性が指摘されており、自然システムと社会システムを

統合した解析が喫緊の課題となっている。また、エアロゾルの排出や土地利用変化は、その空間解像度に伴う

不確実性が指摘されており、空間詳細なシナリオの必要性が唱えられている。 

このような背景に対して、IPCC第5次評価報告書に向けて、新シナリオの作成に関する議論が行われている。

そこでは従来の手法とは異なり、2100年以降に温室効果ガスが気候に与える影響の大きさを表す放射強制力

を一定とする仮定の下で、地球システムモデル(以降、ESMという)による将来気候変動の予測を行い、その結果

を利用して適応と緩和を考慮した社会・経済シナリオの作成を行うことが決定した。しかし、「2100年放射強制力

一定」の仮定のみでは、ESMの入力データとしては不十分であり、必要最小限度のシナリオが必要となる。また、

必要最小限のシナリオが多数存在すると、ESM間の相互比較に問題が生じる。そこで、「2100年放射強制力一

定」の代表的なシナリオの作成を国際協調で行うことを決定した。しかし、最小限とはいえ社会・経済シナリオを

作成するには膨大な作業が生じる。そこで、世界の統合評価モデル(Integrated Assessment Model：以降、IAM

という)のうち、既にピアレビューが行われた4モデルにより、パスが異なる放射強制力の最小限のシナリオを作成

することとなった。このシナリオは代表的濃度経路(RCP, Representative Concentration Pathways)と呼び、自

然起源を含む、GHGとエアロゾルの空間詳細な排出およびその変化、空間詳細な土地利用変化を作成する。し

かし、既往のIAMではESMが必要とする空間解像度での出力は不可能である。そのため、IAMの結果をダウンス

ケールすることで、ESMが要求する解像度の排出および土地利用変化のシナリオを作成することが必要とされて

いる。 

本研究課題、本テーマでは、国際的な状況を鑑み、第1段階としてRCPに参加するAIMと協力し、RCPで必要

とされる空間詳細排出シナリオおよび土地利用変化シナリオの作成を行う。次の段階として、自然システムと社

会システムを統合した、新たなシナリオとその整合性の評価を行う。 

 

(2)温室効果ガスと
エアロゾル等の排出の空間

分布の推定

(3)空間詳細シナリオの検証
と国際研究ネットワークの

構築

(4)気候変動シナリオの解析
による空間詳細シナリオの

整合性評価

(1)社会経済シナリオの
ダウンスケール手法と土地
利用変化シナリオの開発

統合評価
モデル

RCP
シナリオ

社
会
経
済
情
報

土地利用
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証
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火災・土地利用変化による排出  

図1 テーマ4の全体構成 
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２．研究開発目的 

本テーマでは、第1にRCPのシナリオとして、地球システムモデルや気候モデルが地表面の境界条件として用

いる空間詳細な土地利用、土地利用変化シナリオと、GHG・エアロゾル等の排出シナリオの作成を行う。作成す

るシナリオの空間解像度は緯度経度0.5°であり、このような詳細なシナリオを用いることにより、気候変動予測

の精度が向上する。第2に、地域を限定してより空間詳細な土地利用シナリオ、社会経済活動シナリオの開発を

行う。このシナリオは、本課題テーマ3などの地域気候モデルの入力データとして用いられ、地域気候の予測精

度の向上に寄与するものとなる。 

 

（１）社会経済シナリオのダウンスケール手法と土地利用変化シナリオの開発に関する研究 

IPCCのRCPシナリオに対応した社会経済シナリオをダウンスケーリングし、空間詳細な人口・GDPおよび土地

利用変化シナリオの作成を行う。土地利用変化シナリオは、都市、農地、牧草地、草原、森林、その他の区分で

あり、土地利用に付随する木材伐採量のシナリオと、温暖化対策として予想されるバイオマス作物のシナリオの

作成も併せて行う。この手法を用いて、過去の人口・GDPの分布を作成し、検証すると共に、サブテーマ（２）への

データ提供を行う。サブテーマ（４）と土地利用変化に与える温暖化影響の評価を行い、従来のシナリオとの差異

を検討する。また、地域を限定した、より空間詳細な土地利用シナリオの作成においては、空間詳細土地利用

変化モデルを構築し、テストサイトにおける分散・集中型の空間詳細シナリオの作成を実施し、本課題テーマ３へ

データ提供を行う。 

 

（２）温室効果ガスとエアロゾル等の排出の空間分布の推定に関する研究 

過去から将来まで整合的な空間詳細排出量シナリオの構築手法を確立する。IPCCのRCPシナリオに対応す

るために、サブテーマ（１）からのデータ提供を受け、産業革命前から気候安定化までの放射強制力が6W/m2で

ある排出シナリオの空間詳細化を行う。この空間詳細排出量データの構築手法の改善および精緻化を行うと共

に、同データの不確実性の評価手法について検討する。さらに、過去の排出源情報や排出係数の推計値、人

口・GDPなどの社会経済情報、土地利用変化などに関する各種情報をアップデートし、空間詳細排出量データ

ベースの高度化に取り組む。 

 

（３）空間詳細シナリオの検証と国際研究ネットワークの構築に関する研究 

国際研究ネットワークを通じて、アジアのメガシティにおける社会経済データの収集を行い、都市全体の総合

的な発展メカニズムの分析とCO2排出量の将来予測を行う。日本国内の複数の小中規模都市を対象として、景

観係数やコンパクトネス係数を考慮した都市形態とCO2排出量・エネルギー消費量との相関関係について分析

する。さらに、国際研究ネットワークを通じて、世界各地の都市発展の空間情報を収集・分析し、シナリオ検証を

実施する。また、テストサイトでの空間情報をダウンスケール計算への入力情報として整備し、空間詳細シナリオ

の不確実性の低減を図る。 

 

（４）気候変動シナリオの解析による空間詳細シナリオの整合性評価に関する研究 

既存の気候変動予測シミュレーション結果等と空間詳細な陸域生態系モデルを用い、土地利用変化による

炭素排出、自然植生火災によるエアロゾル排出評価手法を確立し、RCP6.0の社会経済シナリオにおける土地

利用変化排出および火災排出に関する排出シナリオ作成を行う。これらRCP排出について、陸域生態系シミュレ

ーションと社会経済モデルによる排出シナリオの相互比較を行う。土地利用シナリオ整合性評価手法の確立の

ため、陸域モデルへの作物モデル導入と農地生産性の評価手法の開発を行う。さらに、空間詳細シナリオを入

力情報として地球システム統合モデルによる気候変動予測を行い、その結果と空間詳細シナリオとの整合性を

検討する。気候変動影響を考慮した陸域生産性の評価を行い、サブテーマ（１）による土地利用変化シナリオ高

度化への入力情報を与える。 

 

３．研究開発の方法  

（１）社会経済シナリオのダウンスケール手法と土地利用変化シナリオの開発に関する研究 

本サブテーマでは、自然・社会システムを統合した解析により、IPCC第5次評価報告書に向けて作成されてい

る、将来の大気中のGHG濃度を安定化させるRCPの空間詳細排出シナリオと土地利用変化シナリオを作成した。

具体的には、国別の社会経済モデルから出力される人口、GDP等の情報や、牧草地、農地、都市などの土地利

用変化を空間詳細化（ダウンスケール）する手法を新たに開発した。まず、地域ごとのRCPシナリオ作成を担当

するアジア太平洋統合評価モデル(AIM)と協力し、AIMのモデルから出力される社会経済情報を0.5°メッシュ

（50-100km程度の空間格子情報）へとダウンスケールした。次に、牧草地、農地、都市などの土地利用変化予

測のダウンスケールにも取り組んだ。 
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このように、地球規模でシナリオをダウンスケールする一方で、地域を限定した空間詳細な土地利用変化のシ

ナリオの開発も行った。東京都市圏を対象に、新たに開発した都市経済モデルを用いて土地・建物市場を考慮

したシナリオを構築した。 

 

（２）温室効果ガスとエアロゾル等の排出の空間分布の推定に関する研究 

気候モデルを用いて将来の気候変化を定量的に推定するためには、GHGやエアロゾル等の格子点化された

排出量データが必要となる。このようなデータはこれまでにも存在していたが、排出量の空間分布の経年変化が

考慮されていないなど、様々な問題点のあることが知られていた。 

一方で、IPCC第5次評価報告書に向けた次世代の気候変動予測シナリオの構築に関して、将来の放射強制

力（GHG濃度等の変化により対流圏界面を通過する放射強度の変化量）を数種類に設定したRCPが国際的な

研究枠組みの中で統合評価モデル（GHG削減と気候変動影響の回避を目指した地球温暖化対策評価のため

のモデル）によって作成され、国際的な気候モデルコミュニティにおいては、複数のRCPシナリオに基づいた気候

変動予測が実施されている。 

本サブテーマでは、国や地域ごとの積算値で推計されたGHGやエアロゾル等の排出量データから空間詳細な

排出量データを作成する手法を開発し、AIMが担当したRCP6.0シナリオ（産業革命以降の放射強制力が6W/㎡

で安定化するシナリオ）に対応する格子点化された排出量データを作成した。格子点化に際しては、サブテーマ

（１）で構築した人口、GDP、農地面積などの空間分布の経年変化データの中から、排出源ごとに適切な指標を

採用している。 

 

（３）空間詳細シナリオの検証と国際研究ネットワークの構築に関する研究 

地球規模および地域規模の空間詳細シナリオの検証や、GHG排出量と気候変動リスクに関するボトムアップ

分析（地域別の推計結果の積み上げ）においては、都市や地域レベルでの調査や分析が重要である。このため、

都市や地域に数多くのテストサイトを設けることが必要となる。 

本サブテーマでは、特定の大都市を対象としたボトムアップ分析を実施し、また、科学者の連携を目的とする

国際フォーラムの設置や、都市・地域の視点からの研究を促進するための国際研究ネットワークを構築した。 

大都市の分析では、エネルギー需給、人口、経済および公共インフラに関する社会経済および社会活動のデ

ータを収集した。そして、シナリオ検証の基礎とするために、例えば中国とタイの大都市におけるCO2排出量の分

析など、アジアの一部のメガシティについてボトムアップ分析の手法を用いた量的な推計・分析を行った。また、リ

モートセンシング画像を利用して都市域の中に存在する建物等の特徴を明らかにし、人口密度を推定する方法

を開発した。さらに、都市発展パターンとCO2排出量の相関関係を分析するために、空間メトリック法を使用して

都市形態とCO2排出量を調べる手法を開発した。 

 

（４）気候変動シナリオの解析による空間詳細シナリオの整合性評価に関する研究 

IPCC第5次評価報告書に向けた気候モデル実験が現在行われている。このうち長期シナリオ実験に用いられ

る将来シナリオとして、RCPが統合評価モデルグループによって作成された。統合評価モデルとは、社会経済モ

デルを用いてエネルギー需給、温室効果ガスの排出シナリオを作成し、簡易的な計算により大気中での蓄積、

気候変化とその環境影響・社会経済へのフィードバックを統合化したものである。シナリオデータとして、人為的

なGHGおよびエアロゾル排出とともに、空間的にメッシュ化された土地利用変化シナリオが作成されている。土地

利用変化によるCO2排出量は、化石燃料の使用による排出に次ぐ人為的な排出源となっている。また、自然植

生を農耕地や牧草地に転換することにより、地表面の物理的な環境が変化し、気候に影響を与えることもわかり

つつある。 

RCPシナリオのCO2データには、排出量とともに、これら排出データを簡易気候・炭素循環結合モデルによって

計算した濃度シナリオも用意されている。地球システムモデルを用いた実験では、このCO2濃度を達成するため

に必要な、将来の許容可能な化石燃料起源CO2排出量の逆推定を行うものがある。逆推定した許容排出量の

評価には、土地利用変化CO2排出シナリオの不確実性および空間詳細な土地利用変化データとの整合性を検

討する必要がある。 

本サブテーマでは、土地利用変化シナリオに従う場合、将来の土地利用変化起源のCO2排出がどのように変

化するのか、植生の光合成と呼吸、土壌微生物による分解といった過程を通した炭素の動きをシミュレートする

陸域生態系モデルを利用して評価を行った。この陸域モデルを用いて、IPCC第5次評価報告書に向けて作成さ

れている、大気中GHG濃度を安定化させる新シナリオ（RCP6.0）での森林火災によるブラックカーボン（すす）の

排出量のシナリオ作成も行った。 
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４．結果及び考察  

（１）社会経済シナリオのダウンスケール手法と土地利用変化シナリオの開発に関する研究 

まず、地球全体での空間詳細化に関して、RCP6.0に対応して人口のダウンスケーリングを行った結果、都市

部への人口集中が顕著にみられる。推計の参考にした国連人口統計.の都市化率が何れの国でも上昇すること

が原因の1つとして挙げられる。また、空間詳細な土地利用変化シナリオの作成に関しては、図2のように、例え

ば農地の場合、空間分布が経済発展により変化することを示した。これらの結果は、次期のIPCCシナリオの1つ

として、世界中の気候変動予測で利用されている。 

2005年  2100年  

農地率 [%]

0        10 20 30 40 50 60 70 80 90  100  

※凡例の数字はメッシュ内に占める農地の割合 

図2 地球全体の空間詳細土地利用変化シナリオ開発結果の一部（農地分布） 

（2005年、2100年） 

 

また、東京都市圏を対象に、より地域を限定し、新たに開発した都市経済モデルを用いて空間詳細な土地利

用変化のシナリオの開発にも取り組んだ。ここでは、今後の社会経済変化を、人口の集約と分散の2つのタイプ

のシナリオとして描いた。この結果を用いて、住宅・オフィス・交通などの人間活動による排熱や、緑地率、建物

密度を推定し、本課題テーマ３の都市気候モデル研究に提供し、将来の土地利用変化によるヒートアイランド効

果が分析された。 

 

（２）温室効果ガスとエアロゾル等の排出の空間分布の推定に関する研究 

図3はRCP6.0シナリオの2000年および2100年における二酸化硫黄（SO2：硫酸エアロゾルの前駆物質）の年間

積算排出量の空間分布を示している。SO2など短寿命物質の排出量を空間詳細化することにより、地域的な気

候変化の予測精度向上が見込まれる。RCP6.0シナリオでは、SO2排出量が東欧を含む欧米やロシアでは急速

に減少する一方で、アジアなどでは2050年頃まで微増した後に減少に転じるため、2100年の排出量は2000年の

3分の1程度に留まっている。なお、このような将来の排出量変化はあくまでも統合評価モデルの想定に依存する

ことに注意が必要である。また、排出量推計には様々な不確実性が伴うことにも留意しなければならない。将来

の排出量はもちろんのこと、現在の排出量であっても、エネルギー消費などの活動量データの不完全性や活動

量を排出量に換算する排出係数の不確実性、空間配分に用いる社会経済情報の不完全性など、様々な問題

点を抱えている。将来の気候変化予測における不確実性の低減に資するためにも、現行の排出量推計手法に

存在するこれらの不確実性要因について理解を深めることが重要である。 
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(a)

 

(b)

 

図3  RCP6シナリオの (a) 2000年、(b) 2100年におけるSO2年間積算排出量の空間分布 

単位はTgSO2/mesh/year。（1Tg＝100万トン） 

 

 

（３）空間詳細シナリオの検証と国際研究ネットワークの構築に関する研究 

国際研究ネットワークの構築に関しては、国際研究計画であるグローバルカーボンプロジェクト（GCP）との連

携により、ウィーン、バンコク、名古屋、つくば、東京において国際ワークショップとシンポジウムを8回にわたり開

催した。定期的にワークショップを開催し、各国の研究者を一堂に集めることは、都市と地域の研究のための研

究結果やモデルの手法などを共有し、それらのモデルを今後どのように改善していくかを話し合うことに非常に役

立つ。これらの会合は、国際応用システム分析研究所、ポツダム気候影響研究所、アジア工科大学院、名古屋

大学、東京大学サステイナビリティ学連携研究機構(IR3S)と共催したもので、このうち3つのシンポジウムには、

都市の政策決定者や政策立案に関わるコミュニティを招き、研究と政策の連携を深める役割を果たした。また、

ヨーロッパ、南北アメリカ、日本およびアジアの主要な研究者や研究機関で構成する「都市エネルギー・気候モデ

ル化フォーラム」を設置し、国際連携を強化した。 

また、世界の都市圏の環境と都市形態との分析を通じて、コンパクト性だけではなく、空間構造の多様なパタ

ーンを計測し、その特徴と気候変動対策（緩和・適応）との関係を、定量的な指標を用いて分析することが可能

となった。特に、リモートセンシング画像による都市形態の計測結果から、CO2排出量が都市形態と相関関係に

あることも再確認された。収集したデータや情報はグローバルな都市炭素収支計画を策定するという長期的な目

標に役立つものであり、IPCC第5次評価報告書や全球エネルギー評価などの主要な国際評価にも貢献してい

る。 

 

（４）気候変動シナリオの解析による空間詳細シナリオの整合性評価に関する研究 

まず、将来シナリオとともに整備された過去の土地利用変化空間データを利用し、土地利用変化起源のCO2

排出量を推定する方法の妥当性を確認した(図4)。20世紀での土地利用変化による積算炭素排出量は126 Pg 

Cと計算され、これまでに推定された値と類似の値が得られた。 
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図4  過去における土地利用変化起源の炭素排出量 

H2008 updateが標準的に用いられる推定値。 

H2008 updateでは植物のCO2施肥効果が評価されていないため、 

20世紀末で過大排出になっているおそれがある。 

 

このモデルを用い、RCPの4つの安定化シナリオそれぞれについて、2005年から2100年の土地利用変化による

積算炭素排出量を計算すると、特にRCP2.6とRCP4.5において統合評価モデルによる排出シナリオと本研究との

差が大きくみられた。RCP2.6では化石燃料からのCO2排出量を大きく削減するため、バイオマスの燃焼によるエ

ネルギーを利用しつつ、燃焼によって生じるCO2を捕集し隔離することを仮定したシナリオとなっているため、農地

が拡大していく。逆にRCP4.5では、森林に蓄積された炭素の価値を経済的に評価する政策シナリオにより、農地

と牧草地を減らす土地利用シナリオになっている。これら森林植生の増減が炭素循環に与える影響に不確実性

が大きいため、陸域生態系モデルを利用した本研究による見積とRCPの統合評価モデルによるものとの差が大

きくなっている (RCP2.6では+53 Pg C、RCP4.5では-63 Pg Cの排出量差)。 

また、RCP6.0での森林火災によるブラックカーボン（すす）の排出量のシナリオ作成を行った結果を図5に示す。

この結果、火災排出において、大気CO2濃度の上昇による陸域炭素蓄積量の変化を通した影響が大きくみられ

た。 

 

2005年
 

2100年
 

火災ブラックカーボン排出 [g BC/m2/年]

0.0001       0.0010       0.0100       0.1000
 

図5 RCP6.0シナリオの森林火災ブラックカーボン排出 

 

土地利用変化起源の排出シナリオの不確実性を減らすため、今後詳細な気候と植生を結合したモデルによ

る解析を行い、シナリオ作成プロセスにフィードバックすることが重要であると考えられる。 
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4. 統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリオの開発     
(1) 社会経済シナリオのダウンスケール手法と土地利用変化シナリオの開発に関する研究 
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［要旨］気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第4次評価報告書では、気候変動予測に用いるシナ

リオは、気候変動と社会変化に関連がないだけでなく、空間的にも、全世界を10数地域に分割し

たものであった。しかし、近年では、温暖化問題に対する適応と緩和の重要性や、空間解像度に

伴う不確実性が指摘されており、自然システムと社会システムを統合した解析と、エアロゾルの

排出や土地利用変化に関する空間詳細なシナリオの必要性が唱えられている。これらの背景を受

けて、次期IPCC評価報告書に向けた代表的濃度経路(Representative Concentration Pathways:RCP）

シナリオでは、空間詳細排出データを作成することが決められた。そのため、本サブテーマでは、

全球を対象に、人口やGDPなどの社会経済シナリオおよび土地利用変化について、国レベルおよび

50km程度の格子レベルに、シナリオの特徴を反映させたダウンスケール手法の開発に取り組んだ。

さらに、土地利用・交通モデルを構築し、東京都市圏の空間詳細な土地利用変化シナリオを作成

すると共に、緑被率、人工排熱、建物密度といった都市気候モデルへの重要な入力変数を算出し

た。まず、全球での空間詳細土地利用シナリオの作成では、社会経済情報と共に、牧草地、農地、

都市などの土地利用変化予測を0.5°格子へとダウンスケールし、それらの結果をRCPシナリオの1

つとして提出した。一方で、地域を限定したより高詳細な社会経済・土地利用変化シナリオの開

発では、建物に関する情報を明示的に考慮することで、自然に将来の人工排熱パラメータが取得

できることを示し、空間詳細な土地利用シナリオを構築した。これらのデータは、テーマ3へ提供

し、将来のヒートアイランド効果が分析された。これらの研究により、将来の気候変動による影
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響を予測するために必要となる、空間詳細な土地利用シナリオに関する知見が得られ、より詳細

な気候変動影響評価や適応策の検討に資することができた。 

 

［キーワード］社会経済シナリオ、土地利用変化、ダウンスケール、応用都市経済モデル、RCP 

 

１．はじめに 

気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第4次評価報告書では、気候変動予測に用いるシナリオは、

多くのシナリオから代表的な数値を抽出したものであり、気候変動と社会変化に関連がないだけ

でなく、空間的にも、全世界を10数地域に分割したものであった。しかし、近年では、温暖化問

題に対する適応と緩和の重要性が指摘されており、自然システムと社会システムを統合した解析

が喫緊の課題となっている。また、エアロゾルの排出や土地利用変化は、その空間解像度に伴う

不確実性が指摘されており、空間詳細なシナリオの必要性が唱えられている。 

このような背景に対して、IPCC第5次評価報告書に向けて、新シナリオの作成に関する議論が行

われている。そこでは従来の手法とは異なり、2100年の放射強制力を一定とする仮定の下で、地

球システムモデル(ESM)による将来気候変動の予測を行い、その結果を利用して適応と緩和を考慮

した社会・経済シナリオの作成を行うことが決定した。世界の統合評価モデル(Integrated 

Assessment Model: IAM)のうち、既にピアレビューが行われた4モデルにより、パスが異なる放射

強制力の最小限のシナリオを作成することとなった。このシナリオは代表的濃度経路

(Representative Concentration Pathways: RCP)と呼び、自然起源を含む、温室効果ガス(GHG)と

エアロゾルの空間詳細な排出およびその変化、空間詳細な土地利用変化を作成する。しかし、既

往のIAMではESMが必要とする空間解像度での出力は不可能である。そのため、IAMの結果をダウン

スケールすることで、ESMが要求する解像度の排出および土地利用変化のシナリオを作成すること

が必要とされている。 

本テーマでは、それらRCPにおける過去の排出データと将来排出シナリオの空間詳細化、および

社会経済要因による排出を補完する形での土地利用変化と自然起源の排出の推定を担当する。本

サブテーマでは、将来排出シナリオを空間詳細化するために、国レベルおよび100-50km程度の格

子（メッシュ）レベルに、シナリオの特徴を反映するように土地利用をダウンスケールする新た

な手法の開発に取り組む。2000年から2100年を対象とし、社会経済情報の中で重要性が高い人口・

GDPの空間詳細ダウンスケールを行うとともに、土地被覆・土地利用のダウンスケールシナリオを

開発する。具体的には、シナリオの特徴を反映した社会経済発展の空間パターンを推定するため

の空間経済モデルを開発し、グローバルな社会経済シナリオの国レベルおよびメッシュレベルへ

のダウンスケールを実施すると共に、これらダウンスケール化された社会経済シナリオと、土地

被覆情報、地形、植物の純一次生産分布、農作物の反収（単位面積あたりの収量）の分布などを

用いて、土地利用ダウンスケールを行う。 

さらに、作成されたRCP空間詳細シナリオに対して、より高詳細な社会経済・土地利用シナリオ

の開発を行う。これはIPCC第5次評価報告書において、気候変動の影響及び適応研究が重要となる

が、その推測を行うためには、ESMだけでなくより詳細な気候モデル(Regional Climate Model：

以降、RCMという)が必要となる。そこでRCPに準拠し、かつRCMに対応可能な社会経済・土地利用

シナリオの作成を行う。具体的には、地域を限定した上で、土地利用・交通（Land Use Transport: 
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LUT）モデルを構築し、より詳細なダウンスケールとして、空間詳細な土地利用変化シナリオを作

成すると共に、都市気候モデルへの重要な入力変数を算出する。このシナリオは本研究課題のテ

ーマ3において使用される標準シナリオとなるものである。 

 

２．研究開発目的 

これまでの気候変動シナリオ研究では、世界を10数地域に分割したグローバルな社会経済シナ

リオを用いた将来予測が実施されてきたが、本研究では、次世代の気候変動シナリオの構築に向

けて、空間詳細な社会経済シナリオ・土地利用シナリオの開発を実施する。このために本サブテ

ーマでは、下記について研究を実施する。 

 

（１）社会経済シナリオのダウンスケール 

空間的な社会経済発展パターンをモデル化し、人口およびGDPシナリオについて、緯度経度0.5°

の格子（メッシュ）レベルに空間詳細化（ダウンスケール）する手法の開発を行う。空間詳細化

された社会経済シナリオは、将来の排出分布を予測するパラメータとして使用される。平成19年

度に既往研究を踏襲したモデルを開発したが、平成20年度にはモデルの分析を行い、問題点等を

修正することで、よりシナリオとしてふさわしいダウンスケール手法の開発を行った。この結果

は、土地利用変化シナリオやサブテーマ（２）の入力情報として利用される。 

 

（２）全球空間詳細土地利用シナリオの開発 

農林地間の転換をモデル化した、土地利用変化シナリオの開発を行う。21世紀には人口の増大、

食生活の変化、バイオマス燃料の使用増加が予測される。一方、収量の増加は頭打ちになってき

ており、今後は農地面積の拡大が予想される。この土地利用変化は、社会・経済のみならず、気

候にも影響を与えることが予想されるため、地球システムモデル(ESM)や統合評価モデル(IAM)に

利用される。平成19年度は、農地と林地間の土地利用変化予測を行ったが、平成20年度はこれら

に加えて、牧草地や都市など土地被覆・土地利用の7カテゴリについて変化予測を行いシナリオの

作成を行った。平成21年度においては、バイオマス作物向け農地の分布シナリオの作成を中心と

して行うと共に、平成20年度までに開発したシナリオの問題点を改良した。このシナリオの作成

には、統合評価モデルの1つであるアジア太平洋統合評価モデル(Asia Pacific Integrated Model：

AIM)と連携をし、RCPに準拠した土地被覆・土地利用変化シナリオ（RCP6.0）となると同時に、サ

ブテーマ（４）の入力情報として利用される。 

 

（３）日本全国市区町村単位での排出量の推計とマッピング 

下記「（４）空間詳細シナリオの構築と都市気候モデル入力変数データの作成」において必要

となる、関東地方を対象とした空間詳細な排出・土地利用変化シナリオの分析におけるCO2排出量

の推計に向け、まず現状分析として、日本全国を対象にCO2排出量を直接排出量・間接排出量の両

面から市区町村単位で推計し、その結果を地理情報システム(GIS)を用いてマッピングすることで、

その空間分布の比較分析を行う。この結果は、サブテーマ（２）の不確実性評価と比較を行うデ

ータとして利用できる。 
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（４）空間詳細シナリオの構築と都市気候モデル入力変数データの作成 

本モデル分析の目的は、空間詳細な土地利用の変化を空間経済モデルによって表現すること、

空間経済モデルのシミュレーションを行うソフトウェアを開発すること、シミュレーションによ

るシナリオ分析を行うことである。平成21度までに作成した空間経済モデルを高度化した、土地・

建物市場同時均衡型のLUTモデルを構築し、東京都市圏の空間詳細な土地利用変化シナリオを作成

すると共に、緑被率、人工排熱、建物密度といった都市気候モデルへの重要な入力変数を算出し、

テーマ3へ最終データ提供を行う。 

 

３．研究開発方法 

（１）社会経済シナリオのダウンスケール  
１）人口シナリオ 

人口のシナリオは2000年を起点に2300年まで作成を行う。2300年までの世界合計のシナリオは、

RCP策定作業に参加している国際応用システム分析研究所(International Institute for Applied 

Systems Analysis：IIASA)により作成された経路に基本的に従うことが取り決められている。一

方、国連(UN)では、国別人口の予測は複数ある。全世界を網羅したシナリオはUN Short rangeと

呼ばれるものとUN Long rangeと呼ばれる2種類が存在する。UN Short rangeは、詳細なデータを

用いて作成されたものだが、2050年までのシナリオである。UN Long rangeは2300年までのシナリ

オであるが、改訂作業の頻度がUN Short rangeよりも低く、現在公開されているものは、2050年

までの人口シナリオにおいてもUN Short rangeとの乖離も見られる。また、予測も50年おきの人

口である。本サブテーマでは、上記の3種類のデータを用いて2300年までの国別人口シナリオの作

成を行う。 

2050年までの国別人口シナリオは、UN Short rangeの中位シナリオをそのまま適用する。この

シナリオは、IIASAの全世界経路とは若干のずれは生じているが、2050年までの短期間ではその差

は大きくない。2050年から2300年までは、UN Short range中位シナリオ、UN Long rangeの中位シ

ナリオと、IIASAの全世界シナリオを併用する。全世界の合計はIIASAシナリオと一致させ、国の

配分はUN Long rangeを用いることで比較的容易に人口シナリオの作成が出来る。しかし、この方

法では2050年の国別人口が、UN Short rangeとUN Long rangeで異なるため、2050年から2100年の

人口変化は不自然な経路となる。そこで、2050年のデータとしては、UN Short rangeの値を用い、

それ以降の人口の経路は、UN Long rangeの各国の人口増加率を用いて、UN Long rangeを修正す

る。また、UN Short rangeにはデータがあるが、UN Long rangeにはデータが無い国がいくつか存

在する。そのような国は、UN Long rangeの全世界人口増加率を適用する。このようにして、UN Long 

rangeの中位シナリオを修正する。この修正されたUN Long rangeシナリオとIIASA全世界人口シナ

リオと一致するように、修正されたUN Long rangeシナリオに全世界一律の係数を乗じる。 

このように作成された国別人口シナリオを緯度経度0.5°のメッシュ人口にダウンスケールを

行う。平成19年度には、既往研究に準じた人口ダウンスケールを行った。平成20年度にその結果

や手法の詳細な検討を行ったところ、いくつかの問題点が判明したため、修正を行った。RCPでは、

0.5°メッシュ毎の土地利用や、エアロゾル排出シナリオを作成する。土地利用シナリオは0.5°

メッシュ内での土地利用割合を作成する。既往研究の人口ダウンスケールシナリオでは、海を含

むメッシュでは、海か陸を事前に決定する。この方法では、海岸付近の大都市を含むが半分は海
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のようなメッシュは海となり人口は0となる。しかし、土地利用では「都市(Urban and Built-up 

area)」は、メッシュに占める割合を報告するため矛盾が生じる。人口ダウンスケールシナリオの

作成では、0.5°メッシュのうち、陸の割外が1/144以上の場合は、解析対象メッシュとする。こ

のような方法では、既往研究の重力モデルを用いた都市人口シナリオ作成が不可能となる。そこ

で、重力モデルに変わって、ランクサイズルールの適用を行う。ランクサイズルールの適用を行

うため、メッシュに占める都市部の割合を0から1までの指数とする。既往の方法では、この指数

は0か1のいずれかをとる。また、既往の方法では、都市域の拡大は初期条件に大きく依存し、初

期条件の設定も不確実要因が大きいものであった。本方法では、都市域の拡大も人口と同時に推

定を行う手法を開発した。非都市部の人口については、重力モデルを適用するように変更した。 

２）GDPシナリオ 

国別GDPのシナリオは、国連環境計画(United Nations environment programme: UNEP)の地球環

境概況4(Global Environment Outlook 4: GEO4)で作成されたInternational Futures(IFs)国別シ

ナリオと国際貿易分析プロジェクト(Global Trade Analysis Project: GTAP)データを用いる。RCP

に用いる社会経済シナリオのGDPには2001年のGTAPデータを用いるため、基準年のGDPはGTAPのデ

ータを用い、2010～2100年のGDPの推定はIFsのGDP増加率から推定を行う。ただし、GTAPの国・地

域の数は90程度であり、複数の国がまとまった地域のGDPは国レベルに分解する必要がある。そこ

で、まずGTAPの地域で、IFsにGDPデータが記載されている国(Ａ群)と、記載されていない国(Ｂ群)

に集計する。Ａ群とＢ群のGDPは人口を指標として按分を行う。Ａ群の国別人口はＡ群のGDPから

IFsのGDP比率を用いて按分を行う。Ｂ群の国別人口はＢ群のGDPを人口比率を用いて按分を行う。 

国から緯度経度0.5°メッシュへのダウンスケールは、既往研究および平成19年度の方法と同一

の手法を用いる。Grubler et al. (2007)1)の手法に従って、別途計算を行った富裕層および貧困

層の所得と、都市および農村のメッシュ人口を用いて、メッシュのGDPを計算した。この時、農村

メッシュには、貧困層のみが含まれ、都市メッシュには20%が富裕層、80%が貧困層であると仮定

した。ダウンスケールに必要となるUNの都市化率データと、富裕層の所得率は最新のデータに差

し替えを行った。 

 
（２）全球空間詳細土地利用シナリオの開発 

土地利用シナリオの分類カテゴリは、「都市(Urban and Built-up area)」、「農地(Cropland)」、

「牧草地(Pasture)」、「伐採森林(harvest forest)」、「自然草地(Natural Grassland)」、「そ

の他森林(Natural Forest)」、「その他(Other land)」の7種類で、メッシュ毎の被覆割合のシナ

リオを作成する。都市の2000年のデータには持続可能性と地球環境センターthe Center for 

Sustainability and the Global Environment (SAGE)のデータを用いる。2010年から2100年の都

市面積の拡大は、AIMにより作成された名目GDP、農業生産量、農地面積変化率、穀物価格のデー

タを用い、ランクサイズルールによって推定する。農地の推定は、ニューハンプシャー大学(NH大

学)の2000年の全世界農地分布を基準データとし、AIMの全世界を24地域に分割した各地域の農地

面積の変化率を用いて2100年までの農地分布を推定する。農地の分布には、現状の分布データ、

斜度、穀物単収、名目GDP、穀物価格を用いる。賃金の上昇と共に、傾斜地の農地は減少し、相対

的に穀物単収が低い土地が利用されることをモデルで表す。牧草地の推定も農地の推定と同様で

あるが、斜度の基準を農地よりも高めに設定する。伐採森林の分布は基準年のデータは存在しな
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い。そこで、人口ポテンシャルの関数として、全森林に占める伐採森林を定義した。基準年にお

ける、伐採森林の国・地域のデータも存在しないため、統計データが存在する伐採量と、陸域生

態系モデルの双方を用いて伐採森林の面積を定義した。2010年から2100年の伐採森林面積は、AIM

によって算出された変化率を用いた。自然草地、その他森林、その他に関しては、都市、農地、

牧草地、伐採森林の剰余分が該当する。その剰余分を、国土地理院によって作成された地球地図

の土地被覆図を使用して、自然草地、その他森林、その他への按分を行った。このように、平成

20年度には、全球緯度経度0.5°メッシュで2000年から2100年の都市、農地、牧草地、森林伐採面

積等の土地利用シナリオの開発を行った。このシナリオはRCPに提供されるものであり、各メッシ

ュの各土地利用タイプを割合で表しているという画期的なシナリオであった。 

これらに加えて、平成21年度には、バイオ燃料として利用されるバイオマス作物栽培地域のシ

ナリオの作成を行うことが、国際コミュニティで決定され、それに対応した。CGE(一般均衡モデ

ル：Computational General Equilibrium) モデルによって全世界24地域に分割した地域ごとに、

バイオマス作物の栽培面積に関する2100年までのシナリオを作成した。バイオマス作物の栽培地

域の推定には、全球の糖料作物と油料作物の反収の分布を元にして、エタノール収率に変換した

マップを用いて、各地域の収率が高い農地にてバイオマス作物の生産が行われると仮定した。 

また、モデルの改良として、陸域生態モデルの結果を用いて、植物のCO2施肥効果の影響を修正

すると共に、2000年のベースとなるマップを用いて既往のマップを統合することでより高精度な

ものを作成した。  

 
（３）日本全国市区町村単位でのCO2排出量の推計とマッピング 

CO2排出量は、温暖化対策の基礎であり、下記「（4）空間詳細シナリオの構築と都市気候モデル

入力変数データの作成」において、本研究課題のテーマ3へ気候モデル指標として提供した人工排

熱量の算出データとしても応用できる。本分析では、このCO2排出量に着目し、直接排出量と間接

排出量に分けて推計を行った。ここで、「直接排出量」とは、エネルギー転換や製造、運輸等に

伴う排出量を、排出場所に割り付けた値を、「間接排出量」とは、エネルギーや製造物等を使用

するユーザー（企業や家庭、交通利用者等）に、それぞれの消費量に応じて割り付けた値を指す

ものと定義した。研究方法としては、積み上げ方式の推計方法をベースとして、市区町村あるい

はメッシュ単位で、民生部門（家庭・業務）、産業部門、運輸部門という各セクターのCO2排出量

を算定する研究成果をGISを用いて統合し、エネルギー利用に伴う間接及び直接CO2の排出量を全国

市区町村単位で推計した。 

まず、民生部門（家庭）のCO2排出量については田中ら(2008)6)の手法を、民生部門（業務）のCO2

排出量については外岡ら(2008)7)の手法を、それぞれ応用して推計を行った。両部門ともに、各種

統計を組み合わせてエネルギー源別・用途別のエネルギー消費量を推計しているが、このうちエ

ネルギー源については、電力、都市ガス、LPG、灯油を対象としており、電力については直接排出

量には含めず間接排出量にのみ含めることとした。次に、産業部門については、Nansai et al. 

(2004)2)の手法を応用し、日本全体の温室効果ガスインベントリデータと組み合わせて推計を行っ

た。産業セクターの区分は、電気業、熱供給業、都市ガス製造業、農林業、水産業、鉱業、建設

業、製造業、機械、廃棄物焼却であり、このうち電気業、熱供給業、都市ガス製造業については、

間接排出量には含めず直接排出量にのみ含めることとした。最後に、運輸部門の中でも自動車に
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ついては、交通量、走行量・平均速度、保有台数、車種・年式構成等を考慮して推計したCO2排出

量を、移動地域別に3次メッシュ単位で集計したKannari et al. (2007)3)の推計結果を直接排出量

とし、車両の登録地となっている市区町村別に集計した米澤ら(2009)11)の推計結果を間接排出量と

して活用した。さらに鉄道に関しては、事業者別の旅客鉄道CO2排出量を路線別輸送量と駅別乗降

客数を用いて市区町村へ分担した工藤ら(2005)5)の推計結果を、間接排出量として利用している。 

 

（４）空間詳細シナリオの構築と都市気候モデル入力変数データの作成 

将来の土地利用シナリオについて検討する場合、世帯や企業の立地行動について分析する必要

がある。ミクロ的な経済行動メカニズムを考慮して将来の土地利用シナリオを構築する代表的手

法としては、LUTモデル（古谷, 20039); Wegener, 20044)）が挙げられる。一方、従来からヒート

アイランド分析などで利用されてきた都市気候モデル研究においては、将来気候を分析する際に

人工排熱分布をはじめとする入力変数の多くは現状と同一と仮定されることが多かった。現在、

将来の土地利用変化を一定と仮定せずに、緑被率、人工排熱、建物密度といった都市気候モデル

への重要な入力変数について、将来変化をシナリオとして与えることのできる、LUTモデルを活用

した研究の必要性が認識されつつある。しかしながら、LUTモデルに関する既往研究の多くは、市

区町村か同等程度のゾーンを対象としており、また1km×1km程度のミクロなゾーンを対象とした

研究も、市区町村内といった比較的狭い領域を対象とした分析か、仮想データを用いたシミュレ

ーション分析にとどまっている。 

そこで、本研究では、空間経済モデルの高度化の内容として、都市気候モデルへの入力変数を

算出するため、特に、１） 近年の気候モデルの空間詳細化、いわゆるダウンスケーリングの流れ

を考慮し、1km×1km程度のミクロな領域において、これらの入力変数を算出すること、２）都市

気候モデルで必要とされる変数は、人工排熱や天空率など、建物の高さに依存するものが多いた

め、建物市場を明示的にモデル化することに留意し、LUTモデルを構築する。具体的には、町丁目

レベルでは初めての開発例となる、土地・建物市場同時均衡型LUTモデルの新たなフレームを導入

しており、対象地域は東京都市圏の333市区町村に含まれる、22,368の町丁目単位（平均面積0.688 

km2）である。本研究で構築したモデルのベースは、ミクロ経済学の理論と整合的な都市モデルで

あり、都市政策の評価ツールとして豊富な適用事例を持つ応用都市経済(Computable Urban 

Economic: CUE)モデル（山崎ほか, 2008）10)である。特に新たに大都市圏の町丁目レベルでの詳細

な実データを用いてキャリブレーションを実施し、建物市場を明示的に均衡モデルに組み入れた

世界的に見ても初めての試みである。 

 

４．結果及び考察 

（１）社会経済シナリオのダウンスケール 

平成 19 年度に作成した既往の方法による人口分布と、平成 20 年度に開発した日本付近の人口

分布の比較を図(1)-1 に示す。上の図は平成 19 年度の結果で、下の図は平成 20 年度に開発したモ

デルの結果である。入力データを最新のものに変更したため、傾向は異なるが、海岸線付近が大

きく異なることが分かる。例えば、旧モデルでは横浜を含むメッシュの人口は 0 であるが、新モ

デルでは大きな人口を有している。全世界に目を通すと、旧モデルで見られた、人口増加が著し

いアフリカの国で、2050 年に現在のニューヨークや上海、東京といった都市よりも規模の大きい
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都市が形成されていた点が改善された。 

まず、RCP6.0 に対応した人口のダウンスケーリング結果の一部（2005 年、2050 年、2100 年）

を図(1)-2 に示す。2005 年と 2100 年の分布を比較すると、都市部への人口集中が顕著に見られる。

これは推計の参考にした UN の都市化率が何れの国でも上昇することが原因の 1 つとして挙げられ

る。 

 

 

 

 

図(1)-1 2050年の日本付近人口分布。上図は旧モデルの結果、下図は新モデルの結果。凡例の数

字はメッシュあたりの人口（人）を表している。  
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(a)2005年 

 
(b)2050年 

 
(c)2100年 

 
図(1)-2 人口のダウンスケーリング結果（2005年、2050年、2100年）  
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(a)2005年 

 
(b)2050年 

 
(c)2100年 

 
図(1)-3 GDPのダウンスケーリング結果（2005年、2050年、2100年）  
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次に、GDP のダウンスケーリング結果の一部（2005 年、2050 年、2100 年）を図(1)-3 に示す。

メッシュ GDP は人口の影響を強く受けるが、人口と比べて、アジアや南アメリカの国々での GDP

の増加が顕著であることがわかる。 

新モデルの結果は、旧モデルと比較して不自然な点は見られないなど、新モデルによって、人

口・GDP シナリオは大きく改善された。 

 

（２）全球空間詳細土地利用シナリオの開発 

7項目の土地被覆・土地利用変化シナリオの作成を行ったが、ここではRCPシナリオの1つとして

提出し、ハーモナイズされた結果のうち、2005年、2050年、2100年の分布図を示す。図(1)-4は

cropland（農地）分布、図(1)-5はpasture（牧草地）分布、図(1)-6はprimary land（人為影響の

ない自然植生）分布、図(1)-7はsecondary land（人為影響のある自然植生）分布、図(1)-8はurban 

land（都市）分布を表したものである。 

例えば、最も重要な農地については、ほとんどの地域で、農地面積は増加している。これは、

食用に用いるだけでなく、バイオマスエネルギーとしての利用も拡大するため、単収の増加が需

要に追いつかず農地面積が拡大するためである。多くの国で分布パターンは2000年と2100年で変

わらないが、ロシアについては、シベリア南部地域が農地として利用が促進される。また中国は

内陸部の農地面積は変化無し、もしくは減少の傾向が見られるが、海岸部と内陸部の中間（海岸

から1000km以内）の地域で農地面積が増加することがわかる。 
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(a)2005年 

 
(b)2050年 

 

(c)2100年 

 

 

図(1)-4 空間詳細土地利用変化シナリオのcropland（農地）分布（2005年、2050年、2100年）  

 

メッシュ内に占める割合[%]
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(a)2005年 

 
(b)2050年 

 

(c)2100年 

 

 

図(1)-5 空間詳細土地利用変化シナリオのpasture（牧草地）分布（2005年、2050年、2100年）  

 

メッシュ内に占める割合[%]
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(a)2005年 

 
(b)2050年 

 

(c)2100年 

 

 

図(1)-6 空間詳細土地利用変化シナリオのprimary land（人為影響のない自然植生）分布  

（2005年、2050年、2100年） 

メッシュ内に占める割合[%]

0        10 20 30 40 50 60 70 80 90  100
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(a)2005年 

 
(b)2050年 

 

(c)2100年 

 

 

図(1)-7 空間詳細土地利用変化シナリオのsecondary land（人為影響のある自然植生）分布  

（2005年、2050年、2100年） 

メッシュ内に占める割合[%]

0        10 20 30 40 50 60 70 80 90  100
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(a)2005年 

 
(b)2050年 

 

(c)2100年 

 

 

図(1)-8 空間詳細土地利用変化シナリオのurban land（都市）分布（2005年、2050年、2100年）  

 

メッシュ内に占める割合[%]
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図(1)-9に2000年から2100年における全球バイオマス作物の生産面積の推移を示す。図中の

referenceとはRCPシナリオの放射強制力6.0W/m2安定化（RCP6.0）とは異なり、2100年頃に放射強

制力を6.0W/m2への安定化をさせるための努力を行わないケースである。安定化シナリオでは、2030

年頃からバイオマス作物の生産面積が増加している。これは安定化に必要なためであるが、2070

年頃まではバイオマス作物の生産面積は増加しない。この原因は、全世界の人口増加と食生活の

変化により、食糧需要の増加が2070年頃まで増加するためである。それ以降は食糧需要の圧力が

下がるため2100年に向かってバイオマス作物の生産面積が増加する。 

 

図(1)-10に6.0W/m2安定化シナリオにおける2100年のバイオマス作物の生産分布を示す。ロシア

南部においてバイオマス作物の作付けが増加するほかは、主に低緯度地帯での生産が増加する。

しかし、熱帯雨林地域での生産が増えるとは限らず、南米ではアマゾンよりも南の地域での生産

が増えると予想された。これは、バイオマス作物の反収が赤道直下では高くないことに起因して

いる。 

 

 

 

 

図(1)-10 2100年のバイオマス作物の生産分布  

 
図(1)-9 2000年から2100年のバイオマス作物生産面積の推移  
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（３）日本全国市区町村単位でのCO2排出量の推計とマッピング 

各部門で推計単位が異なることを考慮し、GISを用いて2008年4月時点の市区町村区画単位に統

一し、全部門合計値を算出した排出量の結果を、図(1)-11及び図(1)-12に示す。これらの結果は、

いずれも比較のため1km2当たりの値で算出している。 

分析の結果、運輸部門の間接消費量や民生部門に関しては主に3大都市圏のような人口集積度の

高い地域に集中して分布している一方、運輸部門の直接排出量や産業部門については国内の主要

都市を結ぶ主要幹線道路沿いに分布している等、空間分布の傾向が大きく異なることが全部門の

合計値での結果にも反映されていることが明らかになった。また、全部門の合計値については、

直接排出量で見れば、特に電気業等のエネルギー転換部門で多くCO2が排出されている一方で、間

接排出量で見ると、そのエネルギーが都市部で利用されることによってCO2が排出されている様子

を、マッピングを行うことによって空間的に把握することが可能となった。 

国レベルでの目標設定との対応を容易にするという点からは、エネルギーの生産者に排出を割

り付ける直接排出量が便利である。しかし、排出責任の視点からは間接排出量でエネルギーの消

費者の責任や対策を議論するアプローチも重要である。特に今後、コンパクトシティ等の政策や、

中長期的な土地利用シナリオを用いて住宅、オフィス、交通システムの動態を分析して温暖化対

策について検討する際には、本研究で開発されたシステムを用いて、対策効果を評価することが

 

図(1)-11 全部門からの直接排出量の分布（全国） 
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有効となるものと期待される。  

 

（４）空間詳細シナリオの構築と都市気候モデル入力変数データの作成 

LUT モデルの構築と都市気候モデルへの入力変数の算出のために、対象地域である東京都市圏全

域を対象に、町丁目単位で土地利用変化シナリオを作成した。特に都市気候モデル制作者からの

要請が大きい、IPCC の上限・下限シナリオに対応するような、将来土地利用の最大限の空間分布

の変動幅を示すシナリオを 2 つ設定した。具体的には、コンパクトシティ等の低炭素都市化を最

大限に推し進めた『集約シナリオ』と、自動車依存により都市圏縁辺部への郊外化を最大限に推

し進めた『分散シナリオ』の 2 つの土地利用変化シナリオを構築した。 

3 つのシナリオにおける人口密度（人/km2）の変化を図(1)-13～15 に、建物密度（平方メートル: 

m2）の変化を図(1)-16～18 に示す。分析の結果、分散シナリオでは、都心部、鉄道駅付近で人口

が減少し、人口が都市圏縁辺部に薄く広がっている空間分布の変化が示され、一方で、集約シナ

リオでは、都心部や鉄道駅付近の町丁目で局所的に人口が増加する都市の空間構造となることが

示された。また、図(1)-19～21 に緑被率の分布を示す。この緑被率は、衛星画像 Landsat を部分

空間法で土地被覆分類し，現状の畑，草地，田，森林の割合を算出した上で、土地利用モデルか

ら求められる土地面積変化分をすべて森林に割り振って算出している。分散シナリオでは、森林

 

 

図(1)-12 全部門からの間接排出量の分布（全国） 

 



S-5-4-20 

 

伐採、開発が進み、集約シナリオでは郊外で森林が回復していることが分かる。 

さらに、現在、都市気候モデルを用いて将来気候を分析する際には、人工排熱分布を始めとす

る入力変数の多くは現状と同一と仮定されることが多いのに対し、本研究では、建物売買の市場

を明示的にモデル化することにより建物高さを算出する方法を提示し、人工排熱の算出に反映さ

せることができた。図(1)-22～24 は、深見ほか(2003)8)の排出量原単位（日平均値(W/m2)）に、各

シナリオ下の建物床面積を乗じ、メッシュ面積で割ることで 1km2 メッシュあたりの人工排熱（顕

熱）を算出、図示したものである。集約シナリオでは、都心部や鉄道駅の直近で建物需要量が増

加し、人工排熱の値としても、図の分類上で最も上の階級（19W/m2 以上）に分類されたメッシュ

が多く見られる一方、分散シナリオでは、当該階級はあまり見られず、低い階級のメッシュが広

がっていることが分かる。 

このように、建物に関する情報を明示的に考慮することで、自然に将来の人工排熱パラメータ

が取得できることを示し、空間詳細な土地利用シナリオを構築するモデルの開発に成功した。こ

れらは、テーマ 3 へ最終データとして提供を行っており、現在、実際に使用を開始している。ま

た、平成 21 年度に行った日本全体を対象とした市区町村別 CO2 排出分布の推定の研究手法を活用

し、本分析で示した東京都市圏を対象とした社会・経済シナリオに対応した排出分布も作成して

おり、サブテーマ（２）の検証データとしても用いることができる。 

 

 

図(1)-13 人口密度分布（現状）[人/km2] 
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図(1)-14 人口密度分布（分散シナリオ）[人/km2] 

 

図(1)-15 人口密度分布（集約シナリオ）[人/km2] 
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図(1)-16 建物密度分布（現状）[m2] 

 

図(1)-17 建物密度分布（分散シナリオ）[m2] 
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図(1)-18 建物密度分布（集約シナリオ）[m2] 

 

図(1)-19 緑被率分布（現状） 
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図(1)-20 緑被率分布（分散シナリオ） 

 

図(1)-21 緑被率分布（集約シナリオ） 
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図(1)-22 建物人工排熱分布（顕熱W/m2、現状）  

 

図(1)-23 建物人工排熱分布（顕熱W/m2、集約シナリオ）  
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図(1)-24 建物人工排熱分布（顕熱W/m2、分散シナリオ） 

 

     

５．本研究により得られた成果   

（１）科学的意義  

本課題で作成した、全世界の人口・GDPの分布シナリオは、GHGやエアロゾルの排出の空間分布

を作成するために用いられ、これによって気候モデルの精度の向上に役立つものである。また、

緯度経度0.5°の詳細な情報は気候変動だけでなく、大気汚染の将来予測研究にも有用な情報とな

った。土地利用の空間詳細なシナリオの作成に関しても、次期IPCCの土地利用分野シナリオの構

築に参加し、世界的にも先駆的な空間詳細な土地利用変化シナリオを構築することに成功し、気

候モデルの発展や、温暖化影響評価の高精度化に貢献することができた。 

また、より地域を限定した空間詳細シナリオの構築では、本研究のLUTモデルでシミュレートさ

れた出力を、都市気候モデルに入力することにより、都市の土地利用変化シナリオが将来の都市

気候に与える影響について分析する新たな研究が可能となった。 

 

（２）環境政策への貢献 

IPCCがオーソライズし、第5次評価報告書に向けた将来予測の社会経済条件となる空間詳細であ

るRCP土地利用、土地被覆シナリオの作成を行った。この結果は、RCPの4つのシナリオでハーモナ

イズされ、その結果がNew Hampshire大学より公開されている (http://luh.unh.edu/)。本サブテ

ーマで行った研究により、将来の気候変動による影響を予測するために必要となる、空間詳細な
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土地利用シナリオに関する知見が得られ、より詳細な気候変動影響評価や適応策の検討に資する

ことができた。 

 

６．国際共同研究等の状況 

本課題の一部は、次期IPCC評価報告書に向けた次世代の気候変動予測シナリオ構築の第一段階

である、代表的濃度シナリオ(RCP)作成の一端を担うものであり、IAMC(The Integrated Assessment 

Consortium)を通じて各国の関係者と、基準となる共通データやお互いの推計手法などについて情

報交換を行った。また、土地利用モデルの開発に関連して、国際応用システム研究所との共同研

究を実施した。 
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S-5 地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究  

4. 統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリオの開発     
(2) 温室効果ガスとエアロゾル等の排出の空間分布の推定に関する研究 
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平成19～23年度累計予算額：86,255千円 

（うち、平成23年度予算額：16,055千円） 

           予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］温室効果ガスや人為起源エアロゾルなどに起因する気候変化を定量的に推定するために

は、過去から将来にわたる温室効果ガスやエアロゾル等の排出量の、空間的に詳細な経年変化を

推定する必要がある。本サブテーマでは、一般に国や都市等の行政区域毎のデータとして推計さ

れている温室効果ガスやエアロゾル等の排出量から、全球気候モデルに合うような格子点データ

を作成する手法を開発した。空間詳細化に際しては、本課題のサブテーマ（１）において推計さ

れた人口や農地面積などの社会経済的な変数の空間詳細分布を配分指標として採用している。こ

の手法を国立環境研究所のアジア太平洋統合評価モデル（AIM）により推計された領域別、セクタ

ー別の将来排出量データに適用し、2100年までの空間詳細な排出量分布を推定した。得られた空

間詳細排出量データは気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第5次評価報告書作成に向けた新

シナリオ（RCP）の一部として国内外の研究者に活用されている。また、従来は考慮されていなか

った農業廃棄物の燃焼に伴う排出量の季節変化について、世界各地の作物栽培時期および作物栽

培区域の情報を用いて、空間詳細な農業廃棄物燃焼起源の月別排出量を推計した。一部に不自然

な点は残るものの、概ね妥当な結果が得られた。さらに、既存の排出量データベースを比較解析

することにより排出量推計の不確実性について調査・検討し、行政区域毎の排出量推計に関して

は、緩和技術導入前後における排出係数の設定方法や緩和技術導入時期の想定の違いが大きく関

与している可能性が高いことが分かった。また、空間詳細化に関しては無次元化した空間配分指

標を元に配分指標の選定に起因する不確実性を調べた結果、空間配分指標の変更によって各格子
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点の全体排出量に対する絶対値の幅は大きな影響を受けない可能性が高いことが分かった。 

 

［キーワード］エアロゾル、温室効果ガス、空間分布、ダウンスケール、RCP 

 

１．はじめに 

全球気候モデルを用いた将来の気候変化シナリオの推定には、温室効果ガス(GHG)やエアロゾル

等の格子点化された排出量データが必要となる。このようなデータはこれまでにもいくつか存在

していたが、国毎もしくは領域毎の排出シナリオを、現在の人口分布を重みとして格子点化して

いるため、人口分布データが存在しない国や地域では将来の排出量も欠損となっている。また、

将来の人口分布の変遷を予測したデータが存在していないため、排出量についても将来の空間分

布の変化が全く考慮されていない、等の問題点も指摘されている。さらに、森林火災など土地利

用変化関連の排出量データに関しては、過去に対しても空間分布の変化が考慮されていない。全

球積算した排出量としては必ずしも大きくはないものの、農業廃棄物の燃焼にともなう排出量に

ついては、本来であれば農業活動の季節変化に応じて排出量も月別に変化するはずであるが、こ

のような年単位以下の時間変化についてはほとんど考慮されていないのが現状である。これらの

問題点を克服するためには、過去から将来までの社会経済活動や土地利用変化の空間的な変遷を

考慮した、GHGやエアロゾル等の排出量データベースを構築する必要がある。 

一方で、次期IPCC評価報告書に向けた次世代の気候変動予測シナリオの構築において、これま

で相互の関係性の検討が不十分であった、自然システムと社会システムを統合して解析するアプ

ローチが、国際的な長期気候変動予測研究の議論において重要視されている。統合的な解析枠組

みの第一段階として、地球システム統合モデルに対する境界条件データとなる、将来の放射強制

力（GHG濃度などの変化により対流圏界面を通過する放射フラックスの変化量）を数種類に設定し

た代表的濃度排出シナリオ(Representative Concentration Pathway: RCP, Moss et al., 2010)1)

が、統合評価モデル(Integrated Assessment Model: IAM)グループによって作成され、2009年12

月に一般公開された。国立環境研究所のIAMグループもこのRCP作成に携わっており、同グループ

が作成する将来排出シナリオの空間詳細化、および社会経済要因による排出を補完する形での土

地利用変化と自然起源の排出を推定する必要が生じた。 

また、国際的な気候モデル相互比較プロジェクトにおいては、このRCPシナリオに基づいた気候

変動予測が実施されている。得られた結果は、次期IPCC評価報告書の作成に際し、温暖化影響評

価研究でも活用されるが、その際には、気候変動シナリオの不確実性に関する情報が不可欠であ

る。排出シナリオも気候変動シナリオの不確実性をもたらす大きな要因の1つであるものの、その

不確実性については、これまであまり検討されてきていないのが実情である。 

  

２．研究開発目的 

以上のような背景を踏まえ、過去や将来の気候変化に及ぼす人間活動の影響の定量的な評価に

資するべく、主に以下の3点を目的として本課題を実施した。 

 

（１）GHGやエアロゾル等の空間詳細排出量データベースの構築 

 本研究では、国立環境研究所のIAM であるアジア太平洋統合評価モデル（Asia-Pacific 
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Integrated Model: AIM）が担当するRCP6.0シナリオ（産業革命前から2100年までの放射強制力が

6.0W/m2で安定化するシナリオ, Masui et al., 20112)）作成の中で、AIMによる24地域の将来排出

シナリオを、0.5°グリッドに空間詳細化することを目的とする。空間詳細化に際しては、本課題

のサブテーマ（１）において推計された人口、国民総生産（GDP）や農地面積などの社会経済的な

変数の空間詳細分布（緯度0.5°×経度0.5°）を配分指標として採用することにより、各種排出量

の空間分布の経年変化を考慮した。構築した空間詳細排出量データは、RCP6.0シナリオとして国

際研究グループに提供する。 

 

（２）農業廃棄物の燃焼に伴う月別排出量データの構築 

 農業廃棄物の燃焼は、各国の農業活動や季節変化に伴い、排出量が変化するものであるが、既

存の排出データには、これらの季節変動を考慮したものが少ない。農業廃棄物の燃焼に伴うエア

ロゾルの排出については、発生地点の空間情報と共に発生時期に関する季節変動が重要な情報と

なることから、本研究では、GHGやエアロゾル等の空間詳細排出量データの改良・精緻化を目的と

して、作物栽培時期情報と作物栽培区域の位置情報を加味した、農業廃棄物の残渣発生量を定量

化する空間配分方法を開発し、農業廃棄物の燃焼に伴う月別排出量データを構築する。 

 

（３）空間詳細な排出シナリオの不確実性要因の検討 

空間詳細な排出データは、排出係数の更新やダウンスケールを行う際の配分指標の決め方によ

って結果が大きく異なり、不確実性に幅が出るものである。空間詳細排出シナリオの不確実性を

考慮する上では、国・地域ごとの時系列排出量データそのものの不確実性に関する知見が不可欠

である。また、空間配分指標については必ずしも明確な根拠を持って適用されているわけではな

く、逆に明確な空間配分根拠を設定することも容易ではない。ここでは、代表的濃度経路(RCP)デ

ータを含む既存の排出量データベースを比較・検討することにより、時系列排出量データの不確

実性をもたらす主要な要因や、空間配分指標の選定に起因する不確実性について新たな知見を得

ることを目的とする。 

  

３．研究開発方法 

（１）GHGやエアロゾル等の空間詳細排出量データベースの構築 

IAMにより推計されたセクター別、領域別の排出量データを、緯度0.5°×経度0.5°の格子点デ

ータに変換する方法の概念図を図(2)-1に示す。従来の研究では、IAMより推計された各種ガス、

エアロゾル等の排出量を、過去のある特定の時期に対して推計された、人口、GDPなどの社会経済

指標の空間分布データを配分指標として用いていたが、本研究課題では、サブテーマ（１）にお

いて、IAMにより推定された社会経済シナリオを、緯度0.5°×経度0.5°の格子点データにダウン

スケーリングしたデータを空間配分指標に用いることで、温室効果ガスやエアロゾル等の排出量

の空間的な分布の変化を表現する。IAMで取り扱うセクター別に空間配分指標を選択し、セクター

および領域を変数とするマトリクスの各要素に対して格子点データを作成した上で、それらを足

し合わせることにより、全排出量の空間詳細分布データを作成する。また、将来の排出量分布が

当該年の空間配分指標にのみ依存することで空間詳細な排出量分布が不自然に不連続となってし

まう可能性を避けるため、過去の排出量分布の履歴情報も参照するよう、以下のような推計手法
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を採用した。 
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r ：領域、 s ：セクター、 x：経度、 y ：緯度、 t：時間、 

),,( tyxE ：空間詳細化された排出量 

)(, te sr ：IAMにより推定された領域 r 、セクター s の排出量 

),,(, tyxw sr ：領域 r 、セクター s に対する空間配分指標 

すなわち、ある年における排出量そのものを空間配分指標で推計するのではなく、前年からの変

化を空間配分指標により分配し、それを前年の排出量分布に足し合わせる方策を採った（以下、

本推計手法をケース1と呼ぶ）。ただし、空間詳細化した排出量が負の値を持つグリッドが存在し

た場合には、当該グリッドにおける排出量を0とし、リセットした負の排出量は、同じ領域に属す

る別の(正値を持つ)グリッドから分散させて差し引くこととした。 
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図(2)-1 温室効果ガス、エアロゾル、およびそれらの前駆物質等の空間詳細な排出量分布推定手

法を示した模式図。  

 

各セクターに適用する空間配分指標としては、表(2)-１に示すようなデータ（いずれもサブテ
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ーマ（１）により推計されたもの）を用いた。なお、一部のセクターについては、適切と考えら

れる空間配分指標を用意することが困難であったため、上記方法とは若干異なる推計手法を用い

た。例えば、国際船舶や航空機からの排出量に関しては、海上もしくは自由大気中での排出とな

るため、そもそも領域の概念が適用し難い。そのため、これらの排出量に関しては、基準年（こ

こでは2000年）の排出量に、IAMから推計された全球積算排出量の基準年比を掛け合わせることで

求めることとした（ケース2と呼ぶ）。また、陸上交通や（畜産などを含む）農業からの排出量に

関しては、領域の概念は適用可能であるものの、適切な空間配分指標（交通網や家畜頭数など）

を将来にわたって推計することは困難であるため、各領域における基準年の排出量に、IAMから推

計された当該領域積算排出量の基準年比を掛け合わせることで求めることとした（ケース3と呼

ぶ）。なお、ケース2およびケース3については、グリッド排出量が負となることは考えられない

ため、これ以上の特別な措置は講じていない。 

 

 

 

（２）農業廃棄物の燃焼に伴う月別排出量データの構築 

 農業廃棄物の燃焼に伴う月別排出量データの改善・精緻化に際し、農業廃棄物の発生地点の空

間情報および発生時期に関する季節変動が重要な情報となる。ここでは、農業廃棄物の残渣発生

について、世界各地の作物栽培時期情報と作物栽培区域の位置情報を用い、全球0.5°グリッドの

格子点毎の月別残渣発生量を定量化する空間配分方法を開発した。図(2)-2に農作物残渣焼却の季

節特性を反映した空間配分指標の推計方法の概要図を示す。作物栽培時期情報としては、米国農

務省の作物カレンダーをもとに作成した世界各地の農事暦情報を利用した（表(2)-2）。農業残渣

の焼却は農事暦における収穫期と同じ時期に発生すると仮定した。農業残渣焼却の季節配分は収

穫期の月数で単純に分配している。例えば、10月のひと月のみが収穫期の場合は、10月の作物残

渣焼却発生率が「1」残りの月は「0」、10月、11月のふた月が収穫期の場合は10月、11月のそれ

ぞれの作物残渣焼却発生率を「0.5」残りの月は「0」となる。作物栽培区域の位置情報としては、

米国ニューハンプシャー大学において整備されている農作物種別データを用いた。このデータは、

Monfreda et al. (2008)3)による175種の作物データを基に、C3 annual（穀物、野菜、根菜類など）、

表(2)-１ 各セクターに適用する空間配分指標および推計手法  

 推計方法 適用対象セクター（配分指標） 

ケース1 
トレンド推計： 

排出量の変化を人口、GDP等で比例配分する 

・発電およびエネルギー生産（総人口） 

・工業活動（GDP） 

・溶剤利用（GDP） 

・民生および業務活動（農村人口） 

・廃棄物（総人口） 

・農業残渣（農地面積） 

ケース2 
按分推計（全球一括）： 

2000年の全球総排出量に対する比率で配分 

・国際船舶 

・航空機 

ケース3 
按分推計（地域別）： 

2000年の地域別排出量に対する比率で配分 

・陸上交通（鉄道および道路） 

・農業 
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C3 N-fixing（豆科作物）、C3 perennial（果樹）、C4-annual（トウモロコシ、サトウキビなど）

の4種類の作物群が占める面積割合を全球0.5°グリッドの格子点データとして整備したものであ

るが、C3 N-fixing と C3 perennial については残渣焼却量が全体に比べて小さいと判断し、こ

こでは考慮していない。また、残渣焼却量は作物によって異なることから、加重係数を別途用意

する。例えば、C3 annual には小麦と稲、穀物が含まれるが、それぞれ、IPCCガイドラインを参

考に4.0、5.5、4.5と設定した。これらの情報をもとに、統合評価モデルとの親和性も考慮して世

界を21の国・地域区分に分割し、C3 annual、C4 annual それぞれに対して月別配分係数を作成し

た。また、国連気候変動枠組条約(UNFCC)の温室効果ガスインベントリに報告されている農作物残

渣の焼却による排出量の状況を調査・検討して各国別の農作物残渣焼却による年間排出量を算定

し、改良した月別配分係数を用いて全球0.5°グリッドの格子点毎の農作物残渣焼却による月別発

生量データを作成した。 

 

 

図(2)-2 農作物残渣焼却の季節特性を反映した空間配分指標推計手法の概要図 

 

作物別収穫期データ 

（栽培暦より） 
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表(2)-2 主な地域における主要作物の栽培暦。元データが網羅的に整備されているわけ
ではないため、作付けから収穫までの一連の情報が揃っていない場合もある。 

 

 夏作物
地域 種類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
欧州 てんさい - - 作付け 作付け 収穫 収穫 収穫
欧州 スペイン てんさい 収穫 - - - - - - - - - - -
欧州 ドイツ てんさい - - - - 作付け 収穫
欧州 フランス てんさい 収穫
欧州 スペイン 綿 - 作付け 収穫 収穫 収穫 収穫
欧州 ギリシャ 綿 - 収穫 収穫 収穫 収穫
欧州 地中海 柑橘類 収穫 収穫 収穫 収穫
欧州 南部 小穀物 - - 作付け 作付け 出穂 成熟 収穫
欧州 小穀物 - - 作付け 作付け 出穂 成熟
欧州 トウモロコシ - - - - 作付け 成熟 収穫 収穫 収穫 収穫
欧州 フランス トウモロコシ - - 絹糸抽出 成熟
欧州 ハンガリートウモロコシ - - 絹糸抽出 成熟
欧州 イタリア トウモロコシ - - 作付け 作付け
欧州 南部 トウモロコシ - - - - 作付け 絹糸抽出
欧州 ひまわり - - - - 作付け 完熟 収穫 - - -
旧ソ連 西部 小穀物 - - - 作付け 生長 出穂 成熟 収穫 収穫 - - -
旧ソ連 東部 小穀物 - - - 作付け前 作付け 生長 出穂 成熟 収穫 - - -
旧ソ連 南部 とうもろこし - - - 作付け 作付け 生長 絹糸抽出 成熟 成熟 収穫 収穫 -
旧ソ連 南部 ひまわり - - - 作付け 作付け 生長 完熟 成熟 成熟 収穫 - -
旧ソ連 南部 てんさい - - - 作付け 作付け 生長 成熟 成熟 収穫 - -
旧ソ連 中央亜 綿 - - - 作付け 作付け 生長 開花 成熟 収穫 収穫 収穫 収穫（遅）
中国 サトウキビ 収穫 収穫 収穫 - - - - - - - 収穫 収穫
中国 早稲 - - 作付け 作付け 出穂 成熟 収穫 - - - - -
中国 水稲 - - - 作付け 作付け 生長 出穂 成熟 収穫 収穫 - -
中国 稲-晩植 - - - - - - 作付け 生長 出穂 成熟 収穫 収穫
中国 トウモロコシ - - - 作付け 作付け 開花 絹糸抽出 成熟 収穫 収穫 - -
中国 大豆 - - - 作付け 作付け 開花 Podding 成熟 収穫 収穫 - -
中国 綿 - - - 作付け 作付け 開花 開花 成熟 収穫 収穫 - -
東南アジア 稲 - - - - 作付け 作付け 出穂 成熟 成熟 成熟 - -
東南アジア トウモロコシ - - - - 作付け 作付け 絹糸抽出 成熟 収穫 収穫 - -
南アジア 穀物 - - - - - - 作付け 出穂 - -
南アジア 綿 - - - - - - 作付け 生長 開花 開花 収穫 -
南アジア 油料種子 - - - - - - 作付け 生長 成熟 成熟 Boll stage 収穫
南アジア 稲 収穫
北米 フロリダ サトウキビ 収穫 収穫 収穫 - - - - - - - 収穫 収穫
北米 フロリダ 綿 - - 作付け -
北米 カナダ 小穀物 - - - 作付け前 作付け 生長 出穂 成熟 収穫 - -
北米 カナダ 菜種 - - - 作付け前 作付け 生長 開花 成熟 収穫 - -
北米 カナダ トウモロコシ - - - - - 作付け 生長 絹糸抽出 成熟 成熟 収穫 -
北米 米国 トウモロコシ - - - 作付け 作付け 生長 絹糸抽出 成熟 成熟 収穫 収穫 -
北米 米国 ソルガム - - - - 作付け 生長 出穂 成熟 成熟 -
北米 米国 小穀物 - - - 作付け 作付け 出穂 成熟 収穫 収穫 -
北米 米国 綿 - - - 作付け 作付け 生長 成熟 成熟 成熟 収穫 収穫 収穫
北米 米国 大豆 - - - - - 作付け 成熟 成熟 収穫 収穫 -

夏作物
地域 種類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
メキシコ サトウキビ 収穫 収穫 収穫 収穫 作付け 収穫 - - - - - 収穫
メキシコ 柑橘類 収穫 収穫 収穫 収穫 作付け 収穫 - - - - - 収穫
メキシコ コーヒー 収穫 収穫 収穫 - - - - - - - - 収穫
メキシコ ソルガム - - - - 作付け 作付け 生長/交配成熟 成熟 成熟 収穫 収穫
メキシコ トウモロコシ - - - - 作付け 作付け 生長/交配成熟 成熟 成熟 収穫 収穫
アルゼンチン トウモロコシ 絹糸抽出 登熟 登熟 収穫 収穫 - - - 作付け 作付け 作付け 生長
アルゼンチン 綿 完熟 登熟 収穫 収穫 収穫 収穫 - - 作付け 作付け 作付け 生長
アルゼンチン 大豆 作付け 開花 podding 登熟 収穫 収穫 - - - - - 作付け
ブラジル 大豆 開花 podding 登熟 収穫 収穫 - - - - 作付け 作付け 作付け
ブラジル 綿 完熟 成熟 収穫 収穫 収穫 - - - - 作付け 作付け 生長
ブラジル 柑橘類 - - - - 収穫 - - 収穫 収穫 収穫 収穫 -
ブラジル トウモロコシ - - - - 収穫 収穫 収穫 - - - - -
ブラジル コーヒー - - - - - 収穫 収穫 収穫 成熟 成熟 成熟 -
ブラジル サトウキビ - - - - - 収穫 収穫 収穫 収穫 収穫 - -
東アフリカ 穀物（minor） 収穫 収穫 収穫 - - 作付け - 開花
東アフリカ Belg Grain - 作付け 作付け 作付け 作付け 交配 収穫 - - - - -
東アフリカ トウモロコシ - - 作付け 作付け 作付け 交配 交配 収穫 収穫 収穫 収穫 -
東アフリカ ソルガム - - 作付け 作付け 作付け 交配 交配 収穫 収穫 収穫 - -
東アフリカ 穀物 - - 作付け 作付け 作付け 交配 交配 成熟 - 収穫
東アフリカ 小穀物 - - 作付け 作付け 作付け 交配 交配 成熟 - 収穫
南アフリカ トウモロコシ 絹糸抽出 登熟 登熟 収穫 収穫 - - - - 作付け 作付け 生長
西アフリカ 粗穀物 セイシェル- - 作付け 作付け 作付け 作付け 開花 開花 収穫 - -
西アフリカ 粗穀物 海岸 - - 作付け 作付け 作付け 収穫 収穫 収穫 -
西アフリカ 稲 セイシェル- - 作付け 作付け 作付け 作付け 開花 収穫 収穫 -
西アフリカ 稲 海岸 - - 作付け 作付け 作付け 収穫 収穫 作付け 生長 収穫 収穫
西アフリカ ココア 開花 開花 収穫 -
西アフリカ ソルガム 成熟 -
西アフリカ トウモロコシ 成熟 -
中東・エジプト 綿 - - 作付け 作付け 作付け 作付け 生長 - - 収穫 - -
中東・エジプト 穀物 - - - - - 作付け 生長 - - - - -
中東・エジプト 油料種子 - - - - - 作付け 生長 - - - - -
豪州 綿 生長 交配 登熟 登熟/収穫 収穫 収穫 - - 作付け 作付け 作付け 生長
豪州 ソルガム 作付け 交配 登熟 登熟/収穫 収穫 収穫 - - - 作付け 作付け 作付け
豪州 サトウキビ 収穫 - - - - - 収穫 収穫 収穫 収穫 収穫 収穫
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（３）空間詳細な排出シナリオの不確実性要因の検討 

 １）RCP の過去データの不確実性要因の検討 

Lamarque et al. (2010)4)によると、RCP より提供された過去の空間詳細排出量データベー

ス(以下、RCP-DB とよぶ)は、1850～2000 年を対象として、基準年（2000 年）排出量とそれに

対する各年の排出量比率をそれぞれ設定した上で作成されている。図(2)-3に RCP-DBの排出量

推計方法の概念図を、表(2)-3 に具体的な手順を示す。 

 

 

（※）排出量比率には活動量や排出係数の変化が反映されている。  

図(2)-3 RCP-DB における推計の考え方  

 

表(2)-3 RCP-DB の作成手順 

①  
全球レベルまたは地域レベルのデータセットを組み合わせることによって、地域別・

ガス別・排出源セクター別に基準年（2000 年）排出量を作成。 

②  

RETRO (Schultz and Rast, 2007)5)と EDGAR-HYDE (Van Aardenne et al., 2001)6)を組

み合わせることによって、地域別・ガス別・排出源セクター別に基準年排出量に対す

る各年の排出量比率（排出量の時系列トレンド）を作成。 

③  
時系列トレンドを基準年排出量に適用することによって、地域別・ガス別・排出源セ

クター別に過去の排出量を推計。  
 

冬作物
地域 種類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
欧州 北部 穀物 休止 休止 休止 緑化 休止
欧州 南部 穀物 出穂
欧州 スペイン 穀物 準休止 緑化 出穂 成熟 作付け
欧州 地中海 穀物 収穫
欧州 イタリア 穀物 出穂 作付け
欧州 フランス 穀物 緑化 出穂 成熟 収穫
欧州 ハンガリー 穀物 成熟 収穫
欧州 ルーマニア 穀物 出穂
欧州 ポーランド 穀物 出穂
欧州 英 穀物 成熟 作付け
欧州 デンマーク 穀物 作付け
欧州 ポーランド 穀物 成熟
欧州 穀物 収穫 作付け
欧州 英 菜種 開花 収穫 作付け
欧州 ポーランド 菜種 開花 収穫 作付け 作付け
欧州 菜種 作付け
旧ソ連 北部 穀物 休止 休止 休止 休止 生長 出穂 登熟 作付け 生長 耐凍性強化 休止 休止
旧ソ連 南部 穀物 休止 休止 緑化 緑化 出穂 登熟 収穫 作付け前 作付け 遅作付け 耐凍性強化 休止
中国 穀物 休止 休止 作付け 出穂 登熟 収穫 - - 作付け 作付け 生長 休止
南アジア 小麦 出穂期 登熟 登熟 登熟 - - - - - 作付け 生長 生長
北米 米国 穀物 休止 休止 作付け 作付け 出穂 登熟/収穫 収穫 - 作付け 生長 耐凍性強化 休止
メキシコ 小麦 生長 出穂 出穂 収穫 収穫 収穫 - - - - - 生長

野菜 収穫 収穫 収穫 収穫 収穫 - - - - - - 収穫
アルゼンチン 小麦 収穫 - - - - 作付け 生長 生長 出穂 成熟 成熟 収穫
ブラジル 小麦 - - - 作付け 作付け 生長 生長 出穂 成熟 収穫 収穫 収穫
北西アフリカ 穀物 生長 生長 出穂 出穂 収穫 収穫 - - - - 作付け 作付け
南アフリカ 小麦 作付け 作付け 作付け - - - 成熟 - -

南部 小麦 出穂 出穂 収穫 収穫 - 収穫 作付け 作付け - -
北部 小麦 緑化 出穂 収穫 - 収穫 作付け 作付け - -

豪州 小麦 収穫 - - - 作付け 作付け 生長 生長 出穂 成熟 収穫 収穫

中東・エ
ジプト

地域A、ガスX、 

排出源セクターYにおけ

るZ年の排出量 

地域A、ガスX、 

排出源セクターYにおけ

るZ年の排出量比率（※） 

地域A、ガスX、 

排出源セクターYにおけ

る基準年排出量 

＝ × 
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CH4、CO、NOx、NMVOC（非メタン揮発性有機化合物）、NH3 に関する基準年排出量の作成にあた

っては、公表または審査済みの地域レベルインベントリが優先的に用いられた。具体的には、欧

州諸国を対象とする EMEP (Vestreng et al., 2006)7)、アジア域を対象とする REAS (Ohara et al., 

2007)8)、北米を対象とする US-EPA の各インベントリである（こうしたデータセットは全球レベ

ルのインベントリよりも実態が適切に反映されている）。また、地域レベルの情報が得られない

場合は、EDGAR(Van Aardenne et al., 2005)9)のデータが使用された。一方、ブラックカーボン

(BC)と有機炭素(OC)については Bond et al. (2007)10)と Junker and Liousse (2008)11)、SO2 につ

いては Smith et al. (2011) 12)及び国連気候変動枠組条約(UNFCCC)インベントリ等が用いられ

た。 

排出量の時系列トレンドは、技術情報が豊富に盛り込まれている RETRO(Schultz and Rast, 

2007)と対象期間が長く幅広い排出源セクターが取扱われている EDGAR-HYDE(Van Aardenne et al., 

2001)の情報を最大限活用しつつ、基準年排出量に対する各年の排出量比率を定義することによ

り推計した。期間毎の推計方法（使用されたデータセット）は表(2)-4 の通りである。  
 

表(2)-4 時系列トレンド作成にあたっての推計方法（期間別）  

期間 推計方法（使用されたデータセット）  
1850～1890 年 EDGAR-HYDE に基づき外挿（燃料消費量及び人口データに基づく）。  
1890～1960 年 EDGAR-HYDE に基づき推計。 
1960～1990 年 RETRO と EDGAR-HYDE の両方を組み合わせることにより推計。  
1990～2000 年 RETRO に基づき推計。  
※但し、1960 年と 1990 年については連続性を保つために補正作業を実施。 

 
前述のとおり、①RCP-DB は複数のデータセットを組み合わせることによって推計が行われて

いること、②不確実性の検証にあたって比較対象となる DB が限られていること、③比較対象と

して有効な UNFCCC インベントリにも不確実性が含まれていること等を勘案すると、不確実性の

定量化は決して容易ではない。一方で、RCP-DB の排出量データを UNFCCC インベントリ等と比較

したところ、一部の国・地域の排出源セクターにおいて比較的大きな誤差が特定され、またその

要因が類推されたことから、不確実性を評価する上での 1 つの指標となると考えられる。そこで、

本研究では、RCP-DB の不確実性を示す指標として、UNFCCC インベントリにおける各国の排出量

との比較を行い、誤差の要因について整理を行った。 

 

２）過去の時系列排出量データの相互比較および不確実性要因の検討 

国・地域ごとの時系列排出量データに存在する不確実性の要因分析に際しては、本来であれば、

温室効果ガスや対流圏エアロゾル、大気化学物質など複数の物質に対して、また、工業プロセス

や産業活動など複数のセクターに対して、詳細に調べなければならない。しかしながら、既存の

排出量データベースに対して、活動量や排出係数などのデータを全球規模で網羅的に入手するこ

とは極めて困難であるため、近年（1980～2000年）のアジアにおける主要国を対象に、代表的な

排出量データベースにおける主要なセクターにおける排出量を比較し、複数の排出量データベー
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ス間の差とその要因について検討した。なお、調査物質としては、気候変化シナリオにおける大

きな不確実性要因の1つである対流圏エアロゾルを対象とした。 

 

３）空間配分指標の設定に起因する不確実性の検討 

空間配分指標としては、人口、GDP、農地面積などが用いられているが、主要な空間配分指標と

しては、1990年および2000年における人口、GDPがもっとも広範に利用されている。このことから、

1990年および2000年における人口、GDPの全球分布データを、それぞれのデータにおいて全球で最

大となる数値が1となるように無次元化し、それらのデータから求めた各格子点における分散をズ

レ幅として分析した。 

 

４．結果及び考察 

（１）GHGやエアロゾル等の空間詳細排出量データベースの構築 

国立環境研究所の統合評価モデルAIMにより推計されたRCP6.0シナリオに対応する領域別、セク

ター別の排出量データから、本課題のサブテーマ（１）において推計された社会経済指標の空間

詳細分布データを空間配分指標として、前節で述べた推計手法により2000年から2100年までの緯

度0.5°×経度0.5°の格子点データを推計した。図(2)-4は、ケース1の手法により推計したエネル

ギー集約型の工業活動によるCH4排出量および民生・業務活動によるBC排出量の空間分布を示す。

なお、2000年における空間詳細排出量データはRCPに向けて国際コミュニティより提供されたもの

であり、厳密には一致しないものの、EDGARのデータベースと著しく異なるものではない。また、

空間配分指標として、エネルギー集約型の工業活動からの排出にはGDPを、民生・業務活動からの

排出には農村人口を用いている。AIMの出力によれば、エネルギー集約型の工業活動によるCH4排出

量は、欧米などの先進国地域においては、将来的に排出量が減少する一方、中国やインドなどの

アジア地域などでは、将来的に排出量が増加していくと推計されている。図(2)-4を見ても明らか

なように、このような変化が、空間詳細な格子点データでも表現されていることが分かる。民生・

業務活動による黒色炭素排出量についても同様に、AIMでの推計に基づき、排出量が全球的に減少

していくことが分かる。将来の排出量推計を当該年の空間配分指標のみに依存すると仮定した場

合、特に直近の将来において排出量分布が著しく不連続となってしまう傾向が見られたが、将来

の排出量推計値が過去（ここでは2000年）の排出量分布にも依存するように改良したことにより、

空間分布においても図(2)-4に見られるような滑らかな経年変化を示すようになったと考えられ

る。ただし、AIMの推計次第ではあるが、推計した空間詳細排出量分布が不自然と思われる例も散

見されたため、表(2)-1に示した各セクターに対する空間配分指標の妥当性も含め、今後もダウン

スケーリング手法を改良する必要があると考えられる。参考までに、図(2)-5、図(2)-6には、そ

れぞれケース2およびケース3の手法により推計した、国際船舶によるSO2排出量（図(2)-5）、農業

によるメタン排出量（図(2)-6左側）、陸上交通によるNOx排出量（図(2)-6右側）を示す。細かい

点の指摘までは割愛するが、基本的には意図したとおりの空間詳細排出量分布が推計されている。

なお、このようにして作成されたRCP6.0シナリオに対応するガス別、セクター別の空間詳細排出

量データは、IPCC第5次評価報告書作成に向けた代表的濃度シナリオの一部として公開され、世界

各国の気候変動予測シミュレーションにも活用されている。 
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(a)                   (d) 

 

(b)                                      (e) 

 

(c)                                      (f) 

 

 

図(2)-4 ケース1の手法により推計した空間詳細排出量分布。左側（a-c）はエネルギー集約型の

工業活動によるCH4排出量の空間分布、右側（d-f）は民生および業務活動によるBC排出量の空

間分布を示す。上段から、（a,d）2000年、（b,e）2050年、（c,f）2100年の推計分布。単位は ton(CH4 

or BC)/yr/cell。見易さのため、排出量の対数で色分けしている。  
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

 

 

図(2)-5 ケース2の手法により推計した国際船舶によるSO2排出量の空間分布。上段から、（a）

2000年、（b）2050年、（c）2100年の推計分布。単位は  ton(SO2)/yr/cell。見易さのため、排出

量の対数で色分けしている。 
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(a)                                      (d) 

 

(b)                                      (e) 

 

(c)                                      (f) 

 

 

図(2)-6 ケース3の手法により推計した空間詳細排出量分布。左側（a-c）は農業によるCH4排出

量の空間分布、右側（d-f）は陸上交通によるNOｘ排出量の空間分布を示す。上段から、（a,d）

2000年、（b,e）2050年、（c,f）2100年の推計分布。単位は ton(CH4 or NO2)/yr/cell。見易さのた

め、排出量の対数で色分けしている。  
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（２）農業廃棄物の燃焼に伴う月別排出量データの構築 

 2011年に報告された温室効果ガスインベントリにおける農作物残渣の焼却による排出量の状況

を調査・検討した結果、先進国については同インベントリで報告されている数値を利用して、途

上国については2006年版IPCCガイドラインに準じて、各国別の農作物残渣焼却による年間排出量

を算定することとした。途上国の推計値のうち、特に排出量が多かった中国、インドについて気

候変動枠組条約に提出された国別報告書の数値と比較した結果、大きな差異は見られなかった。

得られた各国別排出量は、0.5°グリッド毎の各国の面積データと同じく0.5°グリッド毎の陸域農

地面積割合データから、各国の農地が0.5°グリッド毎に占める割合のデータを作成し、同データ

に従って各国の排出量を0.5°グリッドに配分することにより、全球0.5°グリッドに空間配分した。

月別排出量への配分は、一部の地域において周辺地域との連続性等を考慮して改良した月別配分

係数データを用いた。図(2)-7はこのようにして作成した2000年1,4,7,10月における農作物残渣焼

却によるCO排出量を示す。中国の揚子江付近にまだ不自然な境界線が見られるものの、概ね妥当

な排出量分布が得られていると考えられる。一方で、今回の農作物残渣焼却による月別排出量推

計においては、残渣焼却時期は収穫期と同一と仮定している、2期作・2毛作が反映できていない、

気象要素が考慮されていない、などの問題点があり、これらの対応は今後の課題である。 
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（３）空間詳細な排出シナリオの不確実性要因の検討 

 １）RCP過去データの不確実性要因の検討 

 RCP-DBの不確実性を示す指標として、UNFCCCインベントリとの誤差を整理し、米国を事例に表

(2)-5に結果を示す。 

表(2)-5  RCP-DBとUNFCCCとの誤差  

主要国 主な排出源セクター/ガス 
RCP-DBとUNFCCCとの誤差[％] 

1990年 2000年 

米国 

産業 SO2 6.5 0.3 

運輸 
CO 19.6 2.6 

NMVOC 31.5 12.0 

民生 CH4 44.4 3.6 

溶剤使用 NMVOC 39.3 0.2 

農業 CH4 0.1 12.4 

廃棄物 CH4 21.8 6.0 

 

  

(a)                   (c) 

  

(b)                                      (d) 

  

 

図(2)-7 農業廃棄物の燃焼に伴うCOの月別排出量。(a) 2000年1月、(b) 2000年4月、(c) 2000年7

月、(d) 2000年10月。単位は kt-CO/mon/cell。見易さのため、排出量の対数で色分けしている。  
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表(2)-5に示した結果の不確実性について、その要因を2000年排出量の視点から整理を行った。

Lamarque et al. (2010)によると、主要先進国の2000年排出量は各国が毎年提出しているUNFCCC

インベントリを参照し設定しているとされている。しかし、実際にRCP-DBとUNFCCCインベントリ

を比較したところ、多くの国・地域、排出源セクターにおいて異なる値が示された。 

値が異なる主な要因としては再計算の影響が挙げられる。再計算とは、UNFCCC インベントリ

の作成にあたって新規排出・吸収源の追加（推計対象の拡大）やデータの改善等に伴い、各国が

必要に応じて毎年実施するものである。今回の分析では比較対象として最新の UNFCCC インベン

トリ（2009 年に提出されたインベントリ）を用いたが、RCP-DB を作成するにあたって参照された

UNFCCC インベントリから値の更新が実施されており、したがって排出量の値に差が生まれたと

考えられる。  
参考までに、米国が 2005 年以降に提出した UNFCCC インベントリの 2000 年排出量を例示する

（表(2)-6）。いずれの国とも毎年再計算を実施しており、総排出量を前年と比較した場合、最大

で約 30％の差が発生している。 

 
表(2)-6 再計算に伴う 2000 年排出量の変動（米国） （単位は Gg-CO2）  

 

 

 

 

２）過去の時系列排出量データの相互比較および不確実性要因の検討 

先進国、途上国などのバランスを考え、日本、中国、インドの3カ国を対象とした。また、対象

物質としては、地域性が大きく、気候への影響も比較的大きいと思われるSO2およびBCを、対象セ

クターとしては、排出規模の大きい産業分野を選択した。なお、調査に用いたデータベースは、

RCPシナリオとUNFCCCインベントリ、アジア域を中心としたREASデータ（Ohara et al., 2007）で

ある。共通した傾向として、排出量の経年変化はおおむね一致しているが、一部では大きな差異

が認められた。その原因について、文献等をもとに考察した結果、排出係数の上限値（緩和技術

導入前）および下限値（緩和技術導入後）の設定方法の違いや、緩和技術導入時期の想定の違い

が大きく関与している可能性が高いことが分かった。また、排出量の絶対値については大きな差

異が見られ、この傾向は特にBCエアロゾルで顕著であり、やはり排出係数や緩和技術に関する想

定の違いが大きく影響していると考えられる。 

 

３）空間配分指標の設定に起因する不確実性の検討 

主要な空間配分指標として用いられる1990年および2000年における人口、GDPの全球分布データ

カテゴリー 2005年提出 2006年提出 2007年提出 2008年提出 2009年提出

エネルギー 5,985,342.12 5,994,287.86 6,069,217.43 6,067,772.65 6,059,934.22
工業プロセス 332,056.83 329,589.05 338,671.42 326,465.56 356,315.05
溶剤その他の製品の利用 4,766.04 4,766.04 4,766.04 4,879.50 4,879.50
農業 444,088.13 458,438.85 547,358.67 447,908.00 399,444.64
土地利用、土地利用変化及び林業 -816,072.54 -753,132.79 -735,366.26 -643,614.33 -684,459.12
廃棄物 180,587.83 188,846.89 165,867.08 155,593.98 154,606.92
合計 6,130,768.41 6,222,795.90 6,390,514.38 6,359,005.36 6,290,721.21
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を、それぞれのデータにおいて全球で最大となる数値が1となるように無次元化し、それらのデー

タから求めた各格子点における分散をズレ幅として分析した結果を表(2)-7に示す。これより、各

指標を用いた時の標準偏差が0.05以内に収まる格子点数が99%を超えることが分かった。個別の格

子点においては、排出量の値が何倍にも変化する状況にもなり得るが、各格子点の全体排出量に

対する絶対値の幅はそれほど変わらず、空間配分指標の変更によって大きな影響が出ない可能性

が高いと推測される。 

 

表(2)-7 4つの空間配分指標の無次元化平均値及び標準偏差集計結果（格子点数）  

 

 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 本課題において整備した温室効果ガスやエアロゾル、およびそれらの前駆物質等の空間詳細

排出量の経年変化データベースは、気候モデルを用いた温暖化予測研究の重要な境界条件(入力

データ)となる。将来の温暖化予測の不確実性に関しては、気候モデルにおける雲などの素過程

の取り扱いに起因するものが盛んに議論されているが、境界条件についても、同等程度かそれ

以上の不確実性が存在していると考えられる。その不確実性に関する知見を得ることは、将来

の温暖化予測における不確実性の定量化 (例えば、気温上昇や降水量変化に統計的な信頼区間

の情報を付加することなど)、さらには不確実性の低減に関する新たな情報の提供に役立つと考

えられる。 

 

（２）環境政策への貢献 

本サブテーマの一部は、IPCC第5次評価報告書作成に向けた代表的濃度シナリオ（RCP）の一

端を担うものであり、本研究において空間詳細排出量データを作成した6W/m2のシナリオ（RCP6.0

シナリオ）はインターネットを通じて広く国際的に公開され、気候モデルによる将来の気候変

動予測シミュレーションにも活用されている。これらは、次世代の気候変動予測シナリオの構

築を下支えしていると言う意味で、政策に貢献していると言える。 

また、対流圏エアロゾルはその気候へのインパクトが比較的大きいにも関わらず、いまだ大

きな不確実性が存在しており、温室効果ガスの増加に伴う将来の気候変化予測シナリオの構築

にも少なからぬ影響を与えている。不確実性をもたらす大きな要因の1つである排出量を精緻化

平均値 標準偏差
0 8969 0 8969

0 ～ 0.05 58336 0 ～ 0.05 58447
0.05 ～ 0.1 460 0.05 ～ 0.1 374
0.1 ～ 0.15 68 0.1 ～ 0.15 62

0.15 ～ 0.2 19 0.15 ～ 0.2 9
0.2 ～ 0.25 9 0.2 ～ 0.25 4

0.25 ～ 0.3 2 0.25 ～ 0.3 2
0.3 ～ 0.35 1 0.3 ～ 0.35 0

0.35 ～ 0.4 2 0.35 ～ 0.4 0
0.4 ～ 0.45 1 0.4 ～ 0.45 1

0.45 ～ 0.5 1 0.45 ～ 0.5 0



S-5-4-48 

 

し、新たな知見をもたらすことにより、今後の温暖化対策立案などに用いられる気候変動予測

シナリオの定量化に貢献することが可能となる。 

 

６．国際共同研究等の状況 

本課題の一部は、次期IPCC評価報告書に向けた次世代の気候変動予測シナリオ構築の第一段階

である、代表的濃度シナリオ（RCP）作成の一端を担うものであり、各国の関係者と、基準とな

る共通データやお互いの推計手法などについて活発な議論や意見交換を行った。また、空間詳細

排出量推計の不確実性に関しては、米国大気研究センター（NCAR）の研究者と頻繁に意見交換を

行った。 
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S-5 地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究  

4. 統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリオの開発      

(3) 空間詳細シナリオの検証と国際研究ネットワークの構築に関する研究  

 

（独）国立環境研究所 

地球環境研究センター GCPつくば国際オフィス フェロー  ソバカル・ダカール 

 

<研究協力者> 

（独）国立環境研究所  

地球環境研究センター 牧戸泰代（平成19～22年度）・アニル・ラウト（平成19年度）・ 

ラビニア・ポルツキ（平成20～22年度）・ 

スダカル・イエドラ（平成22年度） 

トゥラキット・バンディット大学 アムナド・フダングシルプ 

 

 平成19～23年度累計予算額：90,155千円 

（うち、平成23年度予算額：17,955千円） 

           予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］都市域は気候変動シナリオの妥当性を検証するのに適している。都市域は地球の陸地の

約2.2％にすぎないが、地球全体の一次エネルギー需要のおよそ3分の2を占め、国内総生産(GDP)

の大部分を生み出し、エネルギーに関連したCO2の約70％を排出している。これまでのボトムアッ

プ方式によって都市エネルギーや炭素について調査した研究は、主として輸送・住宅・商業・工

業・廃棄物などの個別分野に分割されている。このため、都市研究を統合し、都市域に関する更

なる研究を可能にして研究成果を拡大することで、気候変動シナリオが検証できるような研究体

制を構築することが重要である。都市域のトップダウン分析とボトムアップ方式の(場所に基づ

く)評価が一層必要であり、都市データベースの整備や統合が求められている。これらの背景を受

けて、本サブテーマでは都市の社会経済・エネルギーおよびCO2排出に関する新たなボトムアップ

分析を行い、中国・タイ・インドならびに日本の都市域における気候変動シナリオの検証に役立

てることを目指した。同時に、このプロジェクトを推進するために世界中の著名な学識経験者を

含む国際的な研究ネットワークを構築し、国際的なモデル化フォーラムを立ち上げた。研究成果

は、都市域やエネルギーおよび排出に関して、IPCCやグローバル・エネルギー評価(Global Energy 

Assessment)など、既存のグローバルな統合機関や国際評価にも貢献した。  

 

［キーワード］研究ネットワーク、都市域、シナリオ検証、炭素管理 

 

１．はじめに 

都市域は地球の陸地の約2.2％を占める。地球の総人口と都市域の人口は2005年には65億人と31

億6千万人であったが、2030年までにそれぞれ82億人と49億人に増加すると予想されている。将来

のグローバルな人口増加は殆ど全てが都市人口の増加によるものであり、このため、都市域は都
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市人口や関連するインフラおよび経済などの社会的変動要因を通じて重要な役割を果たすと考え

られる。予測によると、都市人口は2030年までに18億人増加し、2050年までに32億人増加する。 

都市域は気候変動シナリオの妥当性を検証するのに適しているが、都市レベルで得られる情報

は限られているのが現状である。本サブテーマでは、大都市および都市の発展について研究を行

い、また、同時に国際的な研究ネットワークを構築・推進し、ケーススタディーを充実させ、様々

な状況におけるシナリオの検証に役立つ情報の収集を可能にする。都市域は世界の一次エネルギ

ー需要の約3分の2を占め、エネルギー関連のCO2のおよそ70％を排出している。北京・東京・バン

コクなどの大都市は、経済的・社会的な変動要因やエネルギーおよび炭素排出状況ならびにアジ

アにおけるその規模と発展のスピードを考慮すると、気候変動シナリオの検証を進めるのに十分

な規模である。しかし、都市やシステムとしての都市域に関する知識は限られており、従来の研

究は主としてセクター別に行われている。しかも、ボトムアップ型の都市エネルギーと炭素排出

に関する研究は、輸送・住宅・商業・工業・廃棄物など、個別分野に分割されている。従って、

都市域の研究を充実させて本研究の成果を拡大できるような研究体制を構築することが重要であ

り、本サブテーマでは、都市域の社会経済・エネルギーおよびCO2排出を分析するとともに、国際

的な研究ネットワークを構築して本プロジェクトの全体目標の達成を目指す。 

 

２． 研究開発目的 

本サブテーマの主な目的は以下の通りである。 

（１） 都市の社会経済・エネルギーおよび CO2 排出に関する新たなボトムアップ方式の検討を

開始し、シナリオを検証する。 

（２） 著名な学者や研究機関が参加しているグローバル・カーボン・プロジェクトや世界中の

科学プログラムと協力して国際的な研究ネットワークを構築し、都市域やエネルギーおよ

び CO2 排出に関して、IPCC やグローバル・エネルギー評価など既存のグローバルな統合機

関や国際評価に貢献する。 

 

本サブテーマにおける研究において以下の事柄を検討する。 

（１） エネルギー消費および CO2 排出量の評価と、CO2 が発生するプロセスと関連する経路の相

互依存性を分析する。研究対象とした主要都市は、中国・インドおよびタイの数都市であ

る。 

（２） 世界中の 46 都市から排出される CO2 を分析する。 

（３） 世界のメガシティのデータ収集を通じて都市炭素収支(urban carbon budget)の構築と歴

史的データを含む都市共通の特徴をデータベース化する。 

（４） 都市の物理的な特徴と社会経済的な特徴および炭素排出量の関係を調べ、空間的な分析

に基づく新しい方法論を開発することによって都市の炭素排出の地域的な影響を明らか

にする。分析したのは、日本の中規模ならびに小規模の 50 都市である。 

 

３．研究開発方法 

 中国に関しては、第一に、直接および代理変数に基づく算定方法(Dhakal, 20091)参照)を使った

2006年における中国全体の都市エネルギー消費と排出量の評価(これまでで初めて実施)、第二に、
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北京・上海・天津および重慶の1985年から2006年までのエネルギーとCO2の歴史的動向評価。これ

にはエネルギー統計・活動およびエミッション係数に基づくインベントリー法と算定法ならびに

因数分解法(Dhakal, 20091)参照)による促進要素分析を用いた。そして第三に、シナリオに基づく

技術経済的ボトムアップ方式システム・モデル(Li et al., 20102)参照)により、上海環境科学ア

カデミーと共同で2025年までの上海のエネルギーと炭素プロファイルの将来シナリオ検討を行っ

た。タイについては、LEAP(ストックホルム環境研究所が開発したLong Range Energy Alternate 

Planning Model)に基づくシナリオのモデル化を行い、社会経済学的データ・セクターごとの活動

および技術データならびにバンコクの2つの行政地域の2050年までの主要な外因性変数を用いた。

行政地域の一番目はバンコク都心部(BMA)、二番目は (BMAと隣接する5つの周辺地方を加えた) バ

ンコク首都圏(BMR)である。同様に、バンコク以外のタイの5つの都市についても、GDPとエネルギ

ー消費量に基づくトップダウン方式の統合法を用いてCO2排出量を評価した。インドについては、

インディラ・ガンディー開発研究所と共同で、都市の活動データと排出係数に基づいてセクター

ごとに都市エネルギーとCO2を評価する方法を開発した。また、輸送・住宅および商業セクターの

エネルギー消費とCO2排出を評価して分析した。家庭のエネルギー消費パターンは都市部と田舎で

異なっており、燃料の「清浄度」がそれぞれの炭素負荷を決定している。本サブテーマで開発さ

れたモデルは、GDP・インフラおよび空間的なつながりの変数をインプットとするボトムアップ型

のシステム・モデルである。 

 また、トロント大学、コロラド大学デンバー校およびマンチェスター大学の研究者たちと共に、

様々な研究結果を調べて世界44都市の温室効果ガス排出量を分析した。温室効果ガスを都市域に

帰着させる方法論を見直し、先進国と途上国を含む44の都市域に対して温室効果ガスの基準排出

量を提示した。 

 本サブテーマは、世界の都市データを収集して都市炭素予算を構築し、歴史的データを含む都

市の共通の特徴のデータベースを構築することをも目指している。データ収集の仕方はあまり体

系立っておらず、ごく僅かな変数に集中した。また、入手可能な情報を吟味するにとどまり、そ

れ以上の検討は行わなかったが、都市レベルでのデータ不足は依然として研究の主な障害であり、

データ入手の努力は必要で、本サブテーマにおけるデータ収集は研究者たちから高く評価される

であろう。また、本サブテーマで構築された研究ネットワークは今後も活用されるであろう。デ

ータを調査・収集した都市は次の通りである：バンコク・東京・ソウル・リオデジャネイロ・サ

ンパウロ・北京・上海・天津・重慶・ムンバイ・デリー・ニューヨークシティー・マイアミ・フ

ィラデルフィア・サンフランシスコおよびシカゴ。データには、現在の基本的な人口統計・経済・

エネルギーおよびインフラに関する情報が含まれる。このデータ収集経験は、系統的なデータベ

ースを構築する上で役立つであろう。  

 日本の中規模および小規模の50都市における都市形態影響分析については、景観生態学で一般

的に使われている景観指標という空間指標を定量的な基準として用い、都市形態の特徴づけを行

った。また、様々な空間指標を調べて都市形態を特徴づける新たな方法を考案した。用いた指標

は、都市における居住地の形と断片、都市居住地の密度・不規則性や粗さ、居住地の単一円状の

集中度合い、および人口密度に関するものである。日本では、市町村レベルでのCO2排出量を過去

の研究から全国的に入手することができる。このデータを使って、セクター間の、つまり家庭・

輸送および商業部門のCO2排出量の間の関係を示す統計モデルと、日本の都市の都市形態を特徴づ
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ける社会経済学的および空間的変数を提示した。本サブテーマで用いた手法には幾つかの段階が

ある。第1段階は、分析すべき都市を選ぶことである。社会経済的な特徴が類似した都市を選んで、

人口規模・経済構造・収入および都市の位置が大きく異なるような都市形態を示す都市は除外し

た。第2段階は、都市の全体およびセクター別のCO2排出量データを収集することである。第3段階

は、リモートセンシング法を用いて都市域を衛星画像から区別して都市居住地の物理的特徴を考

慮し、都市形態の空間的な指標を開発することである。第4段階は、都市形態指標を定量化し、CO2

排出量との相関関係を分析することでる。この研究では、リモートセンシング画像-1999年、2000

年、2001年および2002年の空間解像度30mで1、2、3、4、5、7の6種類の帯域のランドサット画像

に基づいて都市域を区別した。 

さらに、以前に開発した空間指標を吟味し、都市形態を表す新しい方法も提示した（図(3)-1）。

新しい方法とは、都市中心から都市居住地への人口密度勾配 (都市が中心地に中核を持つ傾向が

ある日本では有効) および人口密度を示すものである。コンパクト性指数(CI、表(3)-1参照)が大

きいと、居住区の「形」に規則的な傾向があり、「居住地パッチ」の数が少ない。このように、

CIが高いということは、分散度合いが低く、より規則的な都市居住地であることを示している。

最大居住地分布のコンパクト性指数(CILP、表(3)-1参照)は、最大居住地の全体的な形状を表し、

通常は都市中心部である。都市の複雑性は、居住区周辺の粗さで特徴付けられる。面積加重平均

形状指数(AWMSI、表(3)-1参照)は、居住地が不規則な周辺形状であるか、あるいは都市居住地が

複雑であることを示している。ここで、規則的な居住地形状は円形に近いことを表し、不規則な

居住地形状は角ばっていたり内部領域が少ないことを示す。面積加重平均パッチフラクタル次元

(AWMPFD, 表(3)-1参照)は形状の凸凹を表し、その値は周辺が単純な場合は1に近づき、より複雑

な周辺形状の場合は2に近づく。これらの都市形態指数は、Interactive Data Language (IDL)ソ

フトウェアで書かれたカスタムコードを使って計算した。  

 

図(3)-1 空間指標の図解 
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表(3)-1 空間指標 

 指標 省略形 計算式 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ性 ｺﾝﾊﾟｸﾄ性指数 CI 

 

最大ﾊﾟｯﾁのｺﾝﾊﾟｸﾄ

性指数 

CILP 

 

複雑性 面積加重平均形状

指数 

AWMSI 

 

面積加重平均ﾊﾟｯﾁﾌ

ﾗｸﾀﾙ次元 

AWMPFD 

 

 

上記の式の説明は以下の通りである：  

CI: ai と pi はパッチi の面積と周長, piは面積ai の円の周長でN はパッチの総数であるCILP: 

a とp は最大パッチの面積と周長であるAWMSI およびAWMPFD: pij はパッチij の周長、aij はパ

ッチij の面積(iはパッチ種番、j=パッチの数) 

 

本研究で開発した指数は、都市中心から各1km円環領域内の都市域のパーセンテージに基づいて

いる。円環領域、都市の境界で切り取られ、最も外側のは中心から15kmであった。各円環領域内

の都市域のパーセンテージを計算した。都市域の減少率は、回帰直線の傾きの逆数(回帰係数とも

呼ばれる)を用いて定量化した。この減少率は、都市居住地の単心性形態におけるコンパクト性(ま

たは広がり)の指標と考えられる。これは、都市が中心のビジネス街からどの程度遠くまで広がっ

ているか、また都市中心からの様々な距離における密度を示している。この指標が大きいほど、

都市はよりコンパクトで単心性が高く、値が小さいほど都市の広がりが大きい。この指標をバッ

ファー・コンパクト性指数(BCI)と名付けた(式(3)-1)。  

       (式(3)-1) 

ここで x は円環領域半径、y は円環領域内の都市域のパーセンテージである。 
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国際的な研究ネットワークを構築するために、このプロジェクトでは国際的な主要な研究者や

研究機関と連絡を取り合い、一連のワークショップやシンポジウムを開催した。特に、グローバ

ル・カーボン・プロジェクトの都市域炭素管理イニシャティブ(Urban and Regional Carbon 

Management Initiative)と緊密に協力した。アプローチは 次の通りである。 

（１） 科学的なネットワーク化のために一連のワークショップとシンポジウムを開催する。 

（２）気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第 5 次評価報告書(AR5)のために必要となる知識

を詳しく調べて貢献する。 

（３）都市を中心にした幾つかの国際評価と統合のイニシャティブを支援して貢献する。 

（４）主要な世界的研究イニシャティブに従事する。 

 

４. 結果及び考察 

（１）結果 

中国は世界のGDPの5％を占め、購買力平価では14.5％(WEO, 20075))である。同国の2005年の一

次エネルギー需要は17億4200万石油換算トン(1,742 Mtoe)で、世界の一次エネルギー需要の15％

であった。2005年に中国の都市化率は40％、都市人口は5億3100万人で、世界の都市人口の17％で

あった(UN, 20076))。国連の予測によると、中国の都市化は急速に進み、2030年には60％、都市人

口は8億8000万人に達する。本サブテーマの調査では、中国のエネルギー消費には都市化が寄与し

ており、国のエネルギーおよび炭素プロファイルを決定する上で都市化が重要であることが示さ

れた。また、高度に都市化が進んで経済的にも最重要な35都市を評価分析して、中間スケールで

のエネルギー消費とCO2排出に関して都市域に内部的なダイナミックスがあることも示した。さら

に、都市のエネルギー消費とCO2排出に歴史的な変化があることも明らかにして、北京・上海・天

津および重慶の詳細な分析によって中間スケールにおける都市域のエネルギー消費とCO2排出の促

進要因を例示した（図(3)-2、3、4）。この3段階分析、すなわち国レベル、中間レベルおよびミ

クロレベルでの分析によって、中国におけるエネルギー効率や気候変動の緩和などの主要政策が

いかに重要であるかが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-2 中国の34都市における2006年の1人当たりの収入とエネルギー消費 
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図(3)-3 一人あたりのCO2排出量とGDPあたりのCO2排出量の関係  
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 出典：Dhakal,  20091) 

図(3)-4 都市におけるCO2排出の変化に寄与する要因 
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本サブテーマでは、2006年の中国全体の商業エネルギー消費とCO2排出量の84％が都市によるも

のであると分析した。都市域の寄与率はこのように高く、都市と田舎の間の落差が大きくなった。

1人当たりの商業エネルギー消費における都市と田舎の比率は6.8である。同様に、1人当たりの商

業エネルギー消費における都市と国平均の比率は1.9である。バイオマス・廃棄物およびその他の

再生可能などの非商業的エネルギー使用も考慮して、都市域が商業エネルギーだけを使用すると

仮定すると、2006年における中国全体のエネルギー消費における都市部の寄与率は75％となる。

高度に都市化の進んだ都市における1人当たりのエネルギー消費は上昇し、都市化の速度も速いの

で、今後数十年間に中国のエネルギー消費とCO2排出がますます都市部によって決定されることは

避けられない。従って、政府による包括的な国家戦略と指導が必要であり、都市開発とエネルギ

ー効率を総合的に計画しなければならない。このことはとりわけ重要である。なぜなら、中国に

おいて個々の都市が主導する都市開発では、地域の社会経済的側面や環境面に配慮の足りないや

り方が横行しており、エネルギー安定確保や気象変動の緩和に至っては殆ど考慮されていないか

らである。国家計画に述べられている地方の首都や都市を代表する中国の35都市について分析し

た結果によると、これらの都市が中国のエネルギーや経済活動に対して不釣り合いな影響を及ぼ

していることが分かる。また、これらの高度に都市化が進んで経済的に重要な都市が、中国の人

口のわずか18％しか占めていないにもかかわらず、2006年にはGDPの41％を占め、商業エネルギー

の40％を消費し、CO2排出の40％に達したことが示された。このことは、人口に占める大都市の割

合は低いかもしれないが、大都市のエネルギー消費とCO2の影響は途上国では不釣り合いなほどに

大きいことを示している。この事実は、人口に占める割合は低いのに大都市が不当に注目されて

いるという主張に対する反論でもある。本サブテーマでは、大都市が中国におけるエネルギー安

定確保と気候変動緩和を改善するための主要なターゲットになり得ることを示した。これらの都

市の間で、3段階のエネルギー経済の経緯を観察している。すなわち、高・低および中である。エ

ネルギーを大量に消費する都市は主に中国の中央部と西部に位置しており、エネルギー消費型の

産業を有していて、気候的にも寒冷な地域である。エネルギー消費のより少ない都市は国の東部

に位置している。これらの都市は海岸に近く、サービス産業が強く比較的温暖な気候である。こ

れは、エネルギー消費の多いこれらの地域が、よりすぐれた技術、更なる投資、および改善され

た都市エネルギーシステムおよびインフラに関して、大いに注目する価値があるという事実を強

調している。中国の4つのメガシティ、すなわち北京・上海・天津および重慶を分析したところ、

都市のエネルギー消費とCO2排出に関して多くの興味深い事実が明らかになった。この分析は、エ

ネルギー消費とCO2排出が数倍に増加し、工業セクターが過去20年間に急速な経済成長に伴って最

も増加が著しかったことを示している。また、中国の1人当たりの都市エネルギー消費が少ないこ

とも示しているが、北京(11.9トン/登録者)、上海(16.7トン/登録者)および天津(12.4トン/登録

者)などの主要都市では、CO2排出量が東京(5.9トン/人、2003年)、大ロンドン(6.95トン/人、2003

年)およびニューヨーク(7.1トン/人、2005年)などの先進諸国主要都市に比べて遥かに高い水準に

あることも分かった。歴史的に、中国の都市エネルギーとCO2排出に関しては、他にも大きな変化

があった。第一に、工業セクターの割合が減少し、商業および輸送セクターが次第に上昇した。

第二に、石炭(あるいは練炭やコークス)を直接燃焼させる割合が減り、電気や石油の割合が次第

に増えている。第三に、クリーンな燃料、主として天然ガスの割合が上昇しているものの、クリ

ーンな燃料への移行は多くの都市ではずっと遅れている。また、経済成長とエネルギー強度
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(energy intensity)が、それぞれCO2の排出を増加あるいは抑制する上で重要な役割を果たすこと

も示された。燃料シフトが果たす役割は名目上のものであるが、人口地理的な効果は上海や北京

などの都市における排出増加に重要な役割を果たした。これらの大都市には登録されていない人

口や浮動人口が多い。都市における1人当たりのCO2排出量は長年の間に増加したが、経済活動の炭

素強度(carbon intensity)はこの数10年間に劇的に増大した。残念ながら、この数年間にCO2強度

の改善は著しくスローダウンしたか、あるいは幾つかの都市ではマイナスになった。その理由は、

第三セクターの伸びが弱まったことと、伝統的な石炭に基づく経済に依存しすぎたためである。  

上海における気候変動シナリオの詳細な検討(Li et al., 20102))において、本サブテーマでは、

上海における過去と現在のエネルギー消費およびCO2排出を評価し、CO2排出緩和のために計画され

ているエネルギー保存政策が将来的に採用された場合のメリットを評価した。1995年から2006年

にかけて、上海ではエネルギー消費に伴うCO2排出が急増し、1億9,000万トンから1億8,400万トン

に膨れ上がった。エネルギー変換と工業からの排出が割合としては最大で、その次が輸送部門だ

った。2006年には、エネルギー変換・工業および輸送部門からのCO2排出量は全体の排出量のそれ

ぞれ43％、29％および18％であった。2006年の上海における1人当たりのCO2排出量は世界平均(1

人当たり4トン)および中国の国内平均(1人当たり3.65トン)より高かった。上海が行動を起こさな

ければ、2020年の上海のエネルギー需要は3億トン(炭素換算)に達する。2020年のエネルギー消費

によるCO2排出量は6億4,000万トンに増える。この増加はエネルギー安定確保・環境保護・CO2緩和

およびエネルギー保存にとって大変な負担となる。しかし、上海は既に計画と政策を実行に移し

ており、これらの計画は基本政策(BP)シナリオに反映されている。BPシナリオの下で、経済成長

は緩やかになり、産業構造はさらに調整され、第三次産業が拡大されて、エネルギー消費の多い

セクターは次第に消えて、近代的な製造業が開発され、エネルギー構造が最適化され、一次エネ

ルギー源に使用される石炭の割合が減少し、天然ガスなどのクリーンエネルギーの割合が増える。

その結果、エネルギー需要とCO2排出量は何もしない場合のシナリオより低くなる。2020年に、BP

シナリオにおける総エネルギー需要とCO2排出量は、通常通りのシナリオ(Business-As-Usual: 

BAU)よりもそれぞれ48％および49％低くなる。このように、現在の政府の計画は、完全に実施さ

れれば、上海におけるエネルギー需要の減少、空気の質の改善およびCO2排出緩和に主要な役割を

果たすであろう。これらの計画が完全に実施されない場合は、エネルギーとCO2の削減量は少なく

なる。本サブテーマのBPシナリオでは計画された政策だけが考慮され、可能性のある新しい政策

は考慮されていない。しかし、現在計画されている計画がさらに強化されれば、上海から排出さ

れるCO2をさらに低減する可能性が増大する。例えば、再生可能エネルギーの割合を増やして2010

年の0.5％という目標を上回ることができるであろう。第三次産業の割合を増して2020年に65％超

にすることもできる。そしてエネルギー消費の多い産業の収束を加速することもできるであろう。 
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図(3)-5 2008年のバンコクとBMRにおけるセクター別の非集計エネルギー需要 

 

バンコク(BMA)とバンコク首都圏(BMR)に対して、本サブテーマでは、トゥラキット・バンディ

ット(Durakaji Pandit)大学と共同で排出を評価し、可能な将来エネルギー使用とエネルギー関連

のCO2排出対策を開拓する一連の政策介入を評価した(図(3)-5)。「もしこうなったら」という問い

を基に異なる政策オプションを評価するために、4つのセクターにおいて2050年までのエネルギー

需要とCO2排出量を定量化した。4つのセクターとは、商業・工業・住宅および輸送部門である。タ

イでは、都市域における1人当たりのエネルギー消費は、都市域以外よりも大きい。バンコクやバ

ンコク首都圏のような大都市や地域は、エネルギー需要が高いために国のCO2排出に大きく寄与す

る。同様に、この研究では「スケール(規模)」の問題を強調し、解決のためには政治的境界より

も都市の集団化が重要であることを示している。エネルギー関連のCO2排出量は2008年には6,152

万トン(Mt- CO2)と推定されるのに対し、BMRは118.8Mt- CO2を排出する。主なCO2排出源は、工業お

よび輸送セクターである。発電の燃料ミックスも、CO2排出の重要な要因である。BMRの全ての都市

は国内の電力網から供給を受けており、天然ガスが大きな割合を締めている。1990年から2008年

までの間、発電による平均CO2排出量は0.63kg- CO2/kWhであった。BMRにおける2005年の総CO2排出

量(生物起源以外)は107.66Mt- CO2であり、バンコクのほぼ倍であった。これらの値は、表(3)-2

に示したように2050年には386.14Mt- CO2に増加する。本サブテーマでは、漸進的に実施できる24

の対策を特定し(住宅セクターで7、商業セクターで7、工業セクターで4、輸送セクターで6)、実

施した場合のAltシナリオ(図(3)-6)でBMAとBMRにおけるCO2低減効果を分析した（図(3)-6）。シナ

リオ分析の結果は、24の対策に関する全ての政策介入を同時に実施した場合、2010年、2020年、

2030年、2040年および2050年のエネルギー節約のポテンシャルは、それぞれ9,085、14,645、22,294、

30,946および43,149ktoeであることを示している。CO2排出を避けた対応数値は、上記と同じ年に

それぞれ37.26、59.52、86.46、106.20および161.37Mt- CO2である。この代替シナリオは、BMAと

BMRにおけるエネルギー需要とCO2排出をともにスローダウンする技術的な可能性を示している。 
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表(3)-2 BAUシナリオにおけるBMRのエネルギー消費とCO2排出  

 2005 2010 2020 2030 2040 2050 

エネルギー消費 (ktoe)       

バンコク/工業 

バンコク/輸送 

バンコク/住宅 

バンコク/商業 

5地方/工業 

5地方/輸送 

5地方/住宅 

5地方/商業 

合計 

7,326 

4,309 

788 

432 

15,517 

461 

633 

104 

29,570 

8,493 

5,642 

983 

464 

17,989 

535 

866 

111 

35,083 

11,414 

8,303 

1,287 

537 

24,175 

719 

1,296 

127 

47,858 

15,340 

11,934 

1,505 

609 

32,490 

966 

1,650 

143 

64,637 

20,616 

17,006 

1,724 

680 

43,663 

1,298 

2,004 

159 

87,150 

27,706 

24,153 

1,942 

759 

58,680 

1,745 

2,358 

178 

117,521 

CO2 排出量 (100 万トン) 2005 2010 2020 2030 2040 2050 

バンコク/工業 

バンコク/輸送 

バンコク/住宅 

バンコク/商業 

5地方/工業 

5地方/輸送 

5地方/住宅 

5地方/商業 

合計 

21.87 

26.74 

4.28 

2.86 

46.31 

1.47 

3.44 

0.69 

107.66 

25.35 

30.96 

5.46 

3.08 

53.69 

1.71 

4.81 

0.73 

125.79 

34.07 

40.10 

7.29 

3.56 

72.16 

2.29 

7.33 

0.84 

167.64 

45.79 

52.01 

8.52 

4.04 

96.97 

3.08 

9.34 

0.95 

220.70 

61.53 

68.62 

9.75 

4.50 

130.33 

4.14 

11.34 

1.06 

291.27 

82.70 

92.16 

10.99 

5.03 

175.15 

5.57 

13.35 

1.18 

386.13 

 

Annual toe/capita Annual Tons CO2/capita 

 

図(3)-6 1人当たりのエネルギー（左図）とCO2排出（右図）  

 

インドに関する研究では、中国に比べて都市域の寄与が遥かに小さい可能性が示されている(イ

ンディラ・ガンディー開発研究所と共同)。国と都市レベルのデータに基づいて、幾つかの仮定を

おいてスケーリング係数を設定することにより、都市域の輸送・住宅および商業のCO2排出量を評

価した（表(3)-3）。不確定性は評価する必要がある(情報が欠如している)ものの、インドにおけ

る寄与を示す初期評価では、産業をどのように扱うかに応じて不確実性が変化する。もし全ての

産業が都市域にあると仮定すると、予備的な評価では約46％という割合が示されている。しかし、

BMR BAU scenario
BMR Alt. scenario
Bangkok BAU scenario
Bangkok Alt. scenario

BMR BAU scenario
BMR Alt. scenario
Bangkok BAU scenario
Bangkok Alt. scenario
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この分析では情報やデータが限られているので、将来的に改善が必要である。  

 

表(3)-3 インドの総エネルギーとCO2排出に対する都市の寄与(予備的分析) 

2006             

セクター 

総ｴﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ消

費 

(百万石油換

算トン) 

都市の 

割合 

地方の 

割合 

総炭素 

(百万トン, 

炭素換算) 

都 市 の

割合 

地 方 の

割合 

住宅セクター 174.384 38.529 135.855 89.724 35.302 54.197 

輸送セクター 56.788 38.868 17.820 39.653 27.178 12.475 

商業セクター 2.729 1.321 1.408 1.994 0.966 1.029 

工業セクター 71.790 71.790 0.000 11.153 11.153 0.000 

農業セクター 15.740 0.000 15.740 11.503 0.000 11.503 

その他 0.100 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 

合計  321.530 150.508 170.823 154.027 74.599 79.203 

  % 46.81 53.13   48.43 51.42 

 

中国・インドおよびタイにおける研究とは別に、トロント大学、デンバーのコロラド大学およ

びマンチェスター大学と共同で、世界44都市のCO2排出をデータ収集して分析し、基準を提示した

(Kennedy et al., 20113)参照)。また、温室効果ガスを都市域に帰着させる方法論も分析した。さ

らに、全てが本質的にIPCC 指針の適合または単純化であり、世界資源研究所(WRI)/持続可能な開

発のための世界経済人会議(WBCSD)のスコープ2と3の「クロスバウンダリー(超域)」排出を組み入

れていることを確認した。以前の研究の分析により、方法論の違いがどこにあるかが示されてい

る。都市で消費される材料・食品および燃料などに具体化されているスコープ3排出のいくつかは、

ごく少数の研究でしか定量化されておらず、今後の研究に含めるべきである。また、以下の分野

からの排出を含む場合と含まない場合について基準エミッションを提示した：工業プロセス; 農

業、林業およびその他の土地利用(AFOLU)、廃棄物および航空/海洋については不確実性が高い。。

しばしば小さな違いはあるが、都市域に帰着できる温室効果ガスを定量化するための開かれたグ

ローバルなプロトコルを提案する。表(3)-4に、ベンチマーキングの結果を示す。  

 

表(3)-4 都市と首都圏の温室効果ガス排出量(単位は百万トン, CO2換算) 

都
市
ま
た
は
首
都
圏 

（
定
義
は
表(

3
)
-
1

参

照
） 

 

年 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

（
航
空
と
海
洋
を
除

く
） 

航
空 

海
洋 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

工
業
プ
ロ
セ
ス 

農
業
・
林
業
他
（A

F
O
L
U

） 

 

廃
棄
物 

合
計 

（
航
空
と
海
洋
を
除

く
） 

合
計 

アテネ 2005    35.72 4.38 0.45 1.02  41.57 

バ ル セ ロ

ナ 
2006 3.68 2.67  6.35   0.39 4.07 6.74 
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ボ ロ ー ニ

ャ 
2005    8.93 0.07 0.72 0.25  9.97 

ブ リ ュ ッ

セル 
2005    7.34 0.14 0.02 0.04  7.55 

フ ラ ン ク

フルト 
2005    44.40 4.99 1.61 0.61  51.61 

ジ ュ ネ ー

ブ 
2005 2.45 0.74 0.00 3.19   0.16 2.61 3.35 

グ ラ ス ゴ

ー 
2004    13.77 0.25 0.72 0.56  15.30 

ハ ン ブ ル

ク 
2005    33.96 2.82 4.46 0.28  41.52 

ヘ ル シ ン

キ 
2005    6.70 0.17 0.03 0.04  6.94 

ロンドン 2003 46.31 23.00 0.00 69.31 0.00 0.00 1.53 47.84 70.84 

リ ュ ブ リ

ャナ 
2005    4.31 0.07 0.19 0.20  4.77 

マ ド リ ッ

ド 
2005    36.25 2.23 0.36 2.15  40.98 

ナポリ 2005    10.66 0.87 0.49 0.46  12.49 

オスロ 2005    3.35 0.11 0.06 0.11  3.63 

パリ II 2005    47.01 3.53 6.91 2.20  59.64 

ポルト 2005    11.14 0.07 0.38 0.56  12.14 

プラハ 2005 9.33 1.06 0.00 10.39 0.51 0.00 0.13 9.97 11.03 

ロ ッ テ ル

ダム 
2005    17.08 0.15 0.13 0.28  17.64 

ス ト ッ ク

ホルム 
2005    6.35 0.17 0.24 0.12  6.88 

シ ュ ト ゥ

ッ ト ガ ル

ト 

2005    40.89 0.36 0.87 0.43  42.57 

トリノ 2005    17.60 2.51 1.47 0.28  21.86 

ヴェネト 2005    39.55 3.29 3.28 1.18  47.29 

           

オ ー ス テ

ィン 
2005 10.37   10.37   0.11 10.48  

カ ル ガ リ

ー 
2003 15.94     -0.01 0.44 16.37  

デンバー 2005 10.11 0.86  10.97   0.11 10.22 11.08 

ロ サ ン ゼ

ルス 
2000 83.36 17.83 

16.1

0 

117.2

9 
2.10  4.65 90.11 

124.0

4 

ミ ネ ア ポ

リス 
2005 7.00   7.00   0.03 7.03  

ニ ュ ー ヨ

ー ク シ テ

ィー 

2005 62.65 14.19 6.20 83.04   2.83 65.48 85.87 
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ポ ー ト ラ

ンド 
2005 8.37   8.37   0.10 8.47  

シアトル 2005 7.75   7.75   0.07 7.82  

トロント 2005 54.60 4.62 0.00 59.22 3.19  1.81 59.60 64.22 

ワ シ ン ト

ン DC 
2000 10.31   10.31 0.01 -0.02 0.74  11.04 

メ キ シ コ

シティー 
2000 31.68  

 

0.00 
   3.59 35.27  

リ オ デ ジ

ャネイロ 
1998 5.78 0.86  6.64 0.24 0.27 4.96 11.25 12.11 

サ ン パ ウ

ロ 
2000 9.57 0.94  10.51 0.01 0.00 3.70 13.28 14.22 

           

バンコク 2005 42.61 10.85  53.46   6.98 49.59 60.44 

北京 2006 
146.9

3 
7.15 0.00 

154.0

9 
  4.92 

151.8

5 

159.0

0 

デリー 2000 17.31      3.34 20.65  

コルカタ 2000 13.83      3.97 17.80  

上海 2006 
197.0

7 
8.55 5.00 

210.6

2 
  1.36 

198.4

3 

211.9

8 

天津 1998 
116.4

3 
0.41 1.23 

118.0

8 
  1.17 

117.6

0 

119.2

5 

ソウル 2006 42.03       42.03  

東京 2006 55.88   60.04 1.42  0.56 57.86 62.02 

           

ケ ー プ タ

ウン 
2006 20.91 3.11 

10.1

9 
34.21   6.22 27.13 40.43 

出典： Kennedy他, 20113) 

 

本サブテーマの主要な作業の1つは、都市形態とCO2の関係を評価することであった。本研究では

都市形態を特徴付ける様々な方法論を調べて、低人口と中程度の人口の日本の50都市における衛

星画像と社会経済的変数から導かれた空間指数で表される都市形態とCO2排出の関係を調べた。都

市形態を特徴付ける空間指数は、都市居住地のコンパクト性と複雑性に関するもので、都市居住

地パッチの形状・密度・不規則性と凹凸の程度、および中心性または単一中心性の程度と都市の

人口密度を考慮した。前に述べたように、このような分析のために新たな方法論的アプローチを

開発した。その結果、CO2排出と空間指標の間の相関が一般的に低いことが示された。ステップワ

イズ多重線形回帰分析の結果は、全てのセクターからのCO2排出が幾つかの都市形態指数から予測

されることを示している。住宅および乗客輸送(主に自動車)セクターからの1人当たりCO2排出につ

いては、調整済決定係数の比較的高い値が観測される。その他のセクターに関しては、調整済決

定係数の値は低く、BCI、CIおよびAWMPFDの変化で説明される、工業・商業および貨物輸送セクタ

ーからの1人当たりCO2排出の変化パーセンテージが回帰モデルでは小さいことを意味している。都

市形態がCO2排出量に及ぼす影響が特に大きくなかったのは意外だが、幾つかの考えられる事実か

ら説明できそうである。例えば、商業部門は常に都市の中心部に集中していること、商業部門の
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活動規模が小さいこと等の事実である。分析では、都市居住地形状の規則性が高く都市居住地が

コンパクトであれば(CIで表現される)、住宅のCO2排出が低くなることを示しているが、都市の複

雑性が住宅CO2排出に及ぼす影響は無視できる。これに対して、分析では、BCIが高いと住宅セクタ

ーからの1人当たりCO2排出が高くなることが示されており、単一中心円で密度の高い居住地の都市

では1人当たりの住宅CO2排出が高くなる可能性を示唆している。乗客輸送セクターからのCO2排出

については、本サブテーマの分析は、都市居住地の形状が規則的で居住密度が高いと1人当たりの

排出が低いという一般的な見解を支持している。分析においては、単に人口密度を平均して都市

形態を表すやり方とCIやBCIなどからの都市形態を空間的に決定することとの間に重要な区別を

行っている。平均人口密度は、与えられた面積において高い人口集中が行き渡っていることを示

すだけであり、輸送や住宅のCO2排出にとって重要な居住パターンを考慮できない。分析の結果、

人口密度が高いほうが一般的に排出低減には良いかもしれないが、都市内部の居住地を空間的に

うまく構成して人口を配分すればCO2に大きな影響があることが示された。前に述べたように、ま

た、図(3)-7で強調されるように、密度が高すぎて単一円状に居住地が配置されていると、住宅か

らの排出が増加する可能性がある。   

  (a)                  (b) 

 

 

 

(c)                  (d) 

  
図(3)-7  BCI と人口密度によるセクターの 1 人当たり CO2 排出の散布図 
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表(3)-5 ステップワイズ多重線形回帰分析係数(N=50) 

  係数 標準誤差 t 値 Pr(>|t|) 
調 整 済 決 定

係数 

工業 CO2     0.1688 

平均温度 0.05132 0.03083 1.665 0.102631  

AWMPFD -6.5093 2.07711 -3.134 0.00297 ** 

商業 CO2     0.0410 

CI 158.267 100.005 1.583 0.1202  

AWMPFD -2.839 1.717 -1.654 0.1048   

住宅 CO2     0.6023 

収入 -3.72E-04 1.36E-04 -2.728 0.00906 ** 

人口 6.29E-07 2.85E-07 2.204 0.03268 * 

平均温度 -6.23E-02 9.76E-03 -6.383 8.42E-08 *** 

BCI 3.55E-02 2.33E-02 1.526 0.13393   

輸送 CO2     0.1838 

CI 119.5697 72.2533 1.655 0.104615  

都市 1.0118 0.2804 3.608 0.000746 *** 

乗用車 CO2     0.4381 

収入 1.99E-04 9.90E-05 2.006 0.05099  

人口 3.26E-07 2.01E-07 1.62 0.11247  

平均温度 -2.53E-02 7.00E-03 -3.619 0.00076 *** 

BCI -5.11E-02 1.63E-02 -3.14 0.00302 ** 

都市 4.48E-01 1.04E-01 4.307 9.14E-05 *** 

貨物輸送 CO2     0.0505 

CI 119.281 75.8287 1.573 0.12242  

都市 0.6016 0.2943 2.044 0.046578 * 

***相関は0.001水準で有意(両側検定) 

**相関は0.01水準で有意(両側検定) 

  *相関は0.05水準で有意(両側検定) 

 

（２）考察 

都市域は気候変動シナリオの妥当性を検証するのに適している。しかし、都市のレベルで入手

できる情報は限られている。本サブテーマでは、大都市と都市の発展について研究を行った。ま

た、同時に研究ネットワークの構築も行い、より多くのケーススタディーと情報入手を可能にし

て広範囲のシナリオ検証の支援を目指した。 

都市域は地球の陸地の約2.2％にすぎない。地球の総人口と都市域の人口は2005年には65億人と

31億6千万人であったが、2030年までにそれぞれ82億人と49億人に増加すると予想されている。都

市域は都市人口や関連するインフラおよび経済などの社会的変動要因を通じて炭素に関する議論

で重要な役割を果たす。なぜなら、将来のグローバルな人口増加は殆ど全てが都市人口の増加に

よるものだからである。予測によると、都市人口は2030年までに18億人増加し、2050年までに32

億人増加する。さらに、この都市人口増加の大部分は途上国で発生し、途上国では1人当たりの都
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市エネルギー使用が収入の増加に伴って今後急激に増えると予想されるが、炭素排出の少ない燃

料はゆっくりとしか普及しない。その結果、CO2排出の影響が重大である。都市や炭素の問題に関

しては、都市域における温室効果ガス(GHG)はこれまでの数十年に僅かしか研究されておらず、そ

れも欧米におけるものに限られる。以前は気候変動に取り組んだ都市当局は僅かで、科学者たち

も十分に知識を要求されなかったが、この5年間に、研究機関や政策機関は都市の温室効果ガスを

重視するようになっている。影響分析との関連で、トップダウン型のモデルによるダウンスケー

ルの必要性も重視されるようになった。気候変動に関する政府間パネル(IPCC)は、第5次評価報告

書に向けてより積極的に都市の炭素緩和を検討する必要性を指摘しており、従って人間の居住と

炭素緩和に関する新たな章(12章)が第3作業部会報告書に追加された。本サブテーマは、このIPCC

の新しい方向を直接に学術的に支援するものである。同様に、都市の当局にとっても、長期的な

都市炭素シナリオを開発して都市の発展の可能性を確認するためにも、より多くの科学的インプ

ットが必要とされている現状から、本サブテーマによる成果は、シナリオ検証の必要性を超えて

有用であると言える。 

国際エネルギー機関(IEA)都市エネルギーモデルグループ(本サブテーマリーダーのDhakalも参

加している)の最近の推定によると、都市域が2006年に世界の一次エネルギーおよび世界のエネル

ギー関連CO2排出のそれぞれ67％と71％を占めている。都市域は、2030年までにCO2排出の76％を占

めるようになると予想されている。これは、2006年の19.8Gt CO2という水準から正味11Gt CO2増加

するということである。これは、同時期の世界の総CO2増加(12.6Gt CO2)の87％である。同時期に

おける都市部CO2排出の増加分の89％は、経済協力開発機構(OECD)諸国に比べて1人当たりのCO2排

出量が遥かに少ないにもかかわらず、非OECD諸国の都市化によるものである。OECDの諸都市は2006

年に世界の都市の排出の50％強を占めていたが、2030年までに33％に減少すると思われる。地域

別には、中国・米国および欧州について実施された研究によって、2006年のエネルギー関連CO2排

出で見た場合に、都市がそれぞれ85％、80％および69％の寄与率であることが示されている。中

国では、都市域が国内一次エネルギー需要の75％、そして国内商業エネルギー需要の85％を占め

ている(Dhakal, 20091))。これらの研究は、都市人口および都市の範囲の定義に注意することが重

要であることを示している。使用する定義に応じて、都市エネルギーと炭素評価結果は大きく異

なる。IEAによる評価は、原理的には国連(UN)による都市人口の評価に対応している。しかし、国

連自体が国によって大きく異なる各国の定義を受け入れていることに注意しなければならない。

228カ国の間で、都市人口を割り当てる判定基準は大きく異なっている。83カ国は行政上の境界を

使用しており、57カ国は人口の規模、1カ国は経済的な判定基準、4カ国は都市の特徴、そして48

カ国はこれらの組み合わせを採用している。しかし、6カ国は国全体の人口を使用し、3カ国は国

全体の人口がなく、25カ国は定義がなく、また1カ国は明確な定語を持たない(国連人口統計部の

都市人口課に問い合わせた結果)。例えば、インドは住民5,000人未満の居住地を田舎の村と分類

しているのに対して、エジプトは20,000人未満の居住地サイズを定義していない。スウェーデン

は住民数が200人を超える居住地を都市と呼んでいる。他の研究では、グローバルに統合した形で

の国連による都市人口が、(多くのパラメータに基づいた)共通の標準的な定義を使った他の評価

と類似していることを示しているが、地域と国の数字の間には大きな開きがある。ここで理解す

べき重要な点は、都市の定義の閾値が低いと、世界の都市化レベルを、従って都市エネルギーと

都市炭素の評価も大きく変動させる可能性があるということである。国別に見ると、米国は直接
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の最終エネルギーの76％が「国勢調査の都市域」で消費され、59％が「都市化された地域」で、

また17％が「都市クラスター」において消費されている(Parshall et al., 20104))。さらに、Parshall 

et al. (2010) 4)とIEA評価(WEO, 20087))における米国の一次エネルギー需要に占める都市の割合

は約4％程度(80%対76%)の差があり、電力のCO2排出がどこに起因するかを考えている。すなわち、

発電ポイントあるいは消費ポイントで見ている。エネルギーとCO2の評価は、エネルギーの算定方

法と温室効果ガス割り当ての原理によっても異なる。実際のグローバルな都市の寄与はもっと低

いという議論もある。その理由は、都市域は他の地域の需要を満たすための生産ハブにすぎず、

電 力 は 都市 域 の 外 か ら 供 給 され 、 都 市 域 は 通 過 交通 (through-traffic)と 通 貨 サ ー ビ ス

(through-services)を提供しているというものである。 

CO2以外の温室効果ガスについては、都市域の寄与は依然として未知である。ある研究では、都

市のCH4排出がグローバルな人為起源のCH4排出の7-15％を占めていると推定している。しかし、こ

れはグローバルにCO2とCH4の間に類似の相関があると仮定して南カルフォルニアで行われた分析

結果を地球に拡張したに過ぎない。それでも、都市域の温室効果ガス算定が完全ではないものの、

都市のグローバルな温室効果ガス寄与率はエネルギー関連CO2の場合の71％より遥かに低いといえ

よう。2000年から2009年までのエネルギー関連 CO2排出の割合はグローバルで平均88％である。残

りの12％は都市域の寄与が少ないと思われる土地利用の変化によるものである。正確さとは程遠

いが、本サブテーマではCH4排出に占める都市の割合がより低いことを示している。繰り返すが、

このような考察は、都市域のシステム境界線をどこにおくかによって異なる。例えば、温室効果

ガスが生産側ではなく消費側に帰着されるならば、都市の寄与は遥かに大きくなるであろう。以

前に議論した数字は、実質的に生産に基づくアプローチである。残念ながら、都市に関して消費

ベースの研究は存在せず、民族国家に対してしか実施されていない。 

都市のレベルでは、温室効果ガス排出の評価の大部分を行政上の境界について入手できる。こ

れは、都市政府が作成した気候変動行動計画と研究文献の多くに当てはまる。これらの文献は、

様々な程度で温室効果ガス発生源を取り扱っている。エネルギー使用によるCO2だけを扱っている

場合もあれば、CO2以外の温室効果ガスを扱っている文献もある。都市集団(urban agglomeration)

に対するCO2評価は殆ど入手できないが、若干の文献では都市集団とCO2の様子を高解像度のグロー

バルおよび地域化石燃料排出マップで示している。ブルッキングズ研究所(Brookings Institute)

の最近の研究では、米国の100の大都市において輸送および住宅セクターのCO2排出を評価してラン

ク付けしている。本サブテーマの研究では、中国において、国の人口の18％を占める(中国国家計

画で言及されている)35の最大級の主要都市が、国のエネルギー関連CO2排出の40％であることを示

した。米国では、国の輸送および住宅セクターの炭素排出の20％が10の大都市圏からのものであ

る。タイでは、国の人口の9％を占めるバンコク市が2005年にはエネルギー消費に起因するCO2排出

の26％であった。東京は日本の人口の10％を占めているが、国の総温室効果ガスの4％しか排出し

ておらず、化石燃料燃焼による温室効果ガス排出の4.7％であった。既存の文献からは、大都市の

役割は重要と思われ、人口に比べて排出の割合が不釣り合いに高い途上国では特に重要と考えら

れる。既存の研究では、都市の間で全体の排出と1人当たりの排出の規模が大きく異なることが指

摘されている。(本サブテーマで扱っている)44都市の比較によると、このような違いは排出源の

性質、都市経済の構造(製造業とサービス業のバランス)、地域の気候と地理、経済発展の段階、

燃料ミックス、公共輸送の状況などに起因している。米国では、輸送及び住宅セクターについて
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のみだが、2005年に100の大都市域で調べたところ、1人当たりの炭素排出はレキシントン(3.5ト

ン)が最も高く、ホノルル(1.4トン)で最も低かった。大都市は上記の理由から、通常の途上国と

先進国の実例と異なるようにも見える。このように、北京・上海・天津およびバンコクなどの途

上国の都市における1人当たりのCO2排出量は、東京・ニューヨークシティーおよび大ロンドンより

も高い。その結果、判定基準を作成してグローバルに都市間の温室効果ガスや温室効果ガス対策

を比較するのは困難であることが多い。  

都市ベースの研究では、温室効果ガスを計算するために多くの方法とデータを使用している。

これには、販売データの組み合わせ(石油や電力など)、活動レベルの評価(平均活動レベルを調べ

るためのトリップ調査や家計調査)、地域情報から国情報への展開、およびモデル化などが含まれ

る。航空・海洋・道路輸送の扱い方や都市の境界を越えて相互に影響しあうセンクターが都市ご

とに異なるために、複雑さが一層増している。方法論的に、既存の研究は互いに異なっており、

(a) 測定したガス、(b) 対象にした排出源、(c) セクターの定義、(d) 測定の範囲、(e) 地球温

暖化の可能性、および(f) IPCC インベントリー法に関して一貫性が見られない。しかし、IPCCの

地域算定原理と対照的に、都市行動計画や研究文献では電力関連のCO2排出を都市の炭素評価に割

り当てている。最近の国際会議やワークショップでは、都市の温室効果ガス算定の範囲、プロト

コルおよび方法を標準化する必要性が認められた。 

本サブテーマでは、都市域の定義/システム境界は複雑な問題と見ており、(a)都市と都市でな

いことの違い、(b) どの活動に起因するCO2排出が、消費ベースの帰属を含めて、都市域に帰着さ

れるか、(c) 都市の行政上の境界と都市集団の対比を含む都市と都市域の区別に関する問題が、

個別の都市を含む全てのレベルで常に見られる。さらに、都市の炭素排出に関するボトムアップ

型の研究の多くは、都市の行政上の境界について提供されている。しかし、都市の行政上の境界

は、より大きな都市集団の部分集合であることが多く、都市システムの小さな一部分だけを考え

ていると都市の炭素排出について偏った見方になってしまう。例えば、バンコク市の場合、本サ

ブテーマでは、産業が都市集団の外層にあり、中心のCBD(都市のビジネス地区)の経済構造、1人

当たりの排出およびセクターごとの寄与が都市集団全体とは大きく異なっていることを示した。

この都市集団は、バンコク都心部(行政上の境界)だけでなく周辺の5つの地方にまたがっているの

である。都市の炭素排出研究におけるもう１つの重要なポイントは、統合したCO2排出評価と複数

のスケールにおける分析を重視することである。このような研究は、都市開発の流れと炭素排出

に関する影響を特徴付けるのには役立つが、該当するケーススタディーは、都市の取り扱いの程

度という点では依然として限られている。これらの研究は重要かつ必要であり大きなサンプルサ

イズの必要性が増しているが、検討の範囲がますます不十分になっており、実質的に統合研究で

あるが、空間明示がなされておらず、都市内の高解像度CO2マップ開発が重要な課題となっている。

このようなマップにより、「大」都市におけるエミッションのホットスポットを明確に見られる

ようになり、様々な政策を支援する可能性を示すことができる。たとえば、東京の商業セクター

におけるCO2緩和のためのキャップアンドトレードシステム、都市エネルギーシステムにおいて分

散したエネルギー源を統合して最適化を進めること(エネルギー需要密度)、市町村機能単位(区な

ど)の温室効果ガス緩和努力、および市町村行政/政体を含む都市集団全体における対話を開始し

て温室効果ガスを最適化することなどである。これまで、トップダウン型でグローバルにサンプ

ルしたCO2データを局部(都市域)に適用するのは現実的に難しかったので、ボトムアップ型のCO2
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マップを作成する必要がある。グローバルな規模では、最近、エネルギーとその利用(都市に限定

しない) について、きめの細かいCO2マップ改善の必要性が議論された。このためには、少数のケ

ーススタディーではあまり役に立たず、限られたケーススタディーの規模を広げてグローバルな

CO2に反映させることはできない。しかし、ボトムアップの研究は、きめの細かい解像度でトップ

ダウンのCO2マップをスケールダウンする精度を向上させるキャリブレーション手段として有用で

ある。同時に、もし、(a) より多くの都市CO2サンプルが特に(行政上の境界に加えて)都市集団レ

ベルで入手できれば、(b) 比較可能/標準化された都市炭素インベントリーが作成できれば、(c) 

様々な都市トポロジーに対してスケールによらない少数のCO2規則が作成できれば、きめの細かい

CO2マップを作成する上で大きな補足手段となるであろう。例えば、都市集団の順位規模分布およ

びCO2パターンは、より多くのサンプルが入手できれば役立つであろう。 

現在利用できるグローバルマップをファイングリッドレベルにダウンスケールしたCO2の精度は、

地域に使用するには問題がある。これらのマップは、衛星画像による夜間光強度・ポイントソー

スデータ・点光源データおよびその他のグローバルなデータベースを使用している。光の密度分

布はエネルギーの指標として優れているとはいえない。なぜなら、センサーが高い強度レベルで

は飽和し、同時に、光が少ない代わりにエネルギーは使用されている途上国のエネルギー使用を

過小評価するからである。点光源については、発電所データが比較的優れているが、産業などの

点光源データは不適当である。さらに、燃料ミックスにおける(同じ国の中の)地域差は、これら

のダウンスケーリングでは過小評価されていることが多い。しかも、トップダウン型の評価は、

地域の政策実施にはあまりにグリッドが粗すぎ、国と地域のパラメータの一般化やスケーリング

が行われすぎている。人口密度や都市の範囲だけを拡大縮小するのは、代替指標として細かい解

像度でCO2を調べるには信頼性が低い。収入・ライフスタイル・エネルギーミックス・気候・イン

フラなどの都市間の特徴がCO2に大きく影響する。トップダウン型の評価はブラックスボックスの

スナップショットを提供するだけであり、CO2のセクター別構造・燃料ミックス・都市内および都

市間の特徴・主要な促進要因などの、地域で必要な内部的なダイナミックスを記述することがで

き な い 。 ト ッ プ ダ ウ ン 型 が ( 電 力 や 熱 を 生 産 地 点 に 割 り 当 て る ) 属 地 主 義 原 理

(territorial-principle)による算定を行っているのに対し、都市の炭素政策は電力に関連するCO2

を電力使用ポイントで算定する傾向がある。従って、都市域からのトップダウン分析と(場所に基

づく)ボトムアップ評価がさらに必要で、よりすぐれた都市データベース、コミュニケーションお

よび統合が求められている。  

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義 

 都市形態とCO2排出量またはエネルギー利用の関係の分析は、新しい方法を開発する研究であり、

日本の国内外でのケーススタディー件数をさらに増やして精度を高めることによって、都市形態

－CO2排出量の関連の測定において広範な応用が可能となった。 

 

（２）環境政策への貢献 

研究結果と研究ネットワークの構築は、この分野における知識水準をさらに押し広げた。本サ

ブテーマで開発した評価や分析のアプローチや手段は、政策介入の検討に貢献し得る。 
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例えば、日本における都市形態とCO2排出に関する研究は、中小規模の都市向けの政策を開発す

るための政治的議論に役立つ。というのも、このような努力が国、県および都市レベルで進行中

だからである。研究の結果によると、収入が高く、人口が少なく、都市の密度が低い方が低CO2排

出にとって望ましい。都市形態が商業・工業および貨物輸送のCO2排出には関連がなく、輸送及び

住宅のCO2排出に僅かしか関連していないという事実は、都市形態と全体のCO2排出との関係が複雑

であり、より詳細な吟味に値することを示しており、意思決定機関に対する明確なメッセージで

ある。これらの結果はまた、都市形態の改善に向けた都市政策が中小都市の人口増加問題で考え

る必要があることを示しており、居住地の空間的な構成の改善を真剣に考慮して理解する必要が

あり、様々な居住地パターンの影響と様々なセクターの間のバランスを取ることが前提となる(例

えば、本サブテーマは、密度が高すぎる居住区では1人当たりの住宅CO2排出量を増加させる可能性

があることを示した)。しかし、本論文の知見の一般化は慎重に行う必要があり、他の状況では当

てはまらない可能性もある。同時に、他の多くの空間的ならびに非空間的な要因がより大きな影

響を与えることもあり得る。  

 

６．国際共同研究等の状況 

本サブテーマの重要な点の１つは、国際研究ネットワークを構築して国際協力を促進すること

である。都市分析をめぐって暫定的に「都市エネルギーと炭素のモデル化フォーラム(Urban energy 

and carbon modeling forum)」と呼ばれる国際研究ネットワークを構築し、定評ある国際機関と

協力して多くのワークショップやシンポジウムを開催し、世界中の関係者たちの参加を得て、本

分野における検討を促進した。これらの活動には100名を超える研究者たちが参加し、都市の研究

に関する学術誌に3つの特集を掲載するなどの共同成果や国際評価への貢献を果たした。本サブテ

ーマで開発されたネットワークによって可能となった3つの雑誌の特集号は以下の通りである。 

（１） Ramaswami, A. and Dhakal S., eds. (2011): Pathways toward Low-carbon Cities: 

a US–China Focus. Carbon Management Journal, 2(4). 

（２） Dhakal, S. and Shrestha M., eds. (2010): Carbon Emissions and Carbon Management 

in Cities. Energy Policy Journal, 38(9) 

（３） Sustainable Urban System に関する特集号. Journal of Industrial Ecology（準備

中） 

さらに、本プロジェクトでは以下の国際ネットワークとも緊密に協力した。 

（１） グローバル・カーボン・プロジェクトの都市と地域における炭素管理(URCM)イニシャ

ティブ(2007 年-2011 年) 

（２） 都市気候変動研究ネットワーク(UCCRN)、コロンビア大学およびニューヨーク私立大

学 (2008 年-2011 年) 

（３） グローバル・エネルギー評価の都市アセスメント(2008 年-2011 年) 

（４） 国際エネルギー機関の都市国際エネルギー・モデル化グループ(2007-2008 年)  

（５） 世界銀行都市および気候変動活動(2011 年) 

さらに特筆すべきは、本サブテーマの成果と活動が、IPCC AR5 第12章の新しい章「人間居住・

インフラおよび空間計画」のための知識、議論の基礎、および科学的インプットの必要性と一致

していたことである。本サブテーマは、この分野におけるIPCCの活動を間接的に支援して、IPCC
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の評価プロセスへより多くの研究成果を提供する協力をしてきた。しかし、IPCCは独立したプロ

セスである。都市の炭素排出の空間的な理解が重要な見方である。国際応用システム分析研究所

(IIASA)とともに2011年3月10日-11日に都市炭素のモデル化に関する方法論的側面に関するワー

クショップを開催し、この章に関連するテーマに携わっている研究者たちのネットワーク構築を

目指し、可能な範囲においてIPCCプロセスへのインプットを提供するように努めた。さらに、カ

ルカッタのIPCC専門家部会ならびに既にIPCCの専門家である本プロジェクトのメンバーたちとも

協力し合った。  
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           予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］第5期結合モデル国際比較プロジェクト(CMIP5)実験の駆動データとして用いられる代表

的濃度経路(Reference Concentration Pathways:RCPs)のうち、RCP6シナリオにおける植生火災に

よるエアロゾル排出および土地利用変化による炭素排出シナリオを作成し、アジア太平洋結合評

価モデル(Asia-Pacific Integrated Model:AIM)のデータとして提出した。モデルによる植生火災

排出推定および土地利用変化排出推定について、衛星由来の火災面積を用いた排出推定とブック

キーピング法による過去土地利用変化排出推定を利用して検証を行った。また、すべてのRCPsシ

ナリオについて、空間詳細土地利用変化シナリオと土地利用変化起源の炭素排出シナリオの間の

整合性評価を行った。RCP2.6は、負の化石燃料排出達成に向けバイオマス作物生産による炭素の

貯留と関連した農地増加シナリオとなっているが、陸域生態系モデルVISITを用いた正味の土地利

用変化炭素排出推定を行ったところ、標準的な排出シナリオで想定された以上に間接的な土地利

用変化由来の排出の増加を引き起こすことが明らかになった。一方、RCP4.5とRCP6.0では、耕作

地と放牧地が2次的な自然植生へ転換することによって、CO2吸収量が増加する結果が得られたが、

この吸収量に関してCO2施肥効果が大きな影響を持つことが明らかになった。また、RCPsシナリオ

以降の新土地利用シナリオの開発に向けて、VISITおよび地球システムモデルMIROC-ESMによる温

暖化の効果を含めた土地利用変化によるの炭素排出への影響を評価した。さらに、土地利用変化

シナリオによる気候への影響を、MIROC-ESMを用い生物地球物理学的要因と生物地球化学的要因に

切り分け評価した。新土地利用シナリオ開発に向けた取り組みとして、温暖化の効果を含めた作

物生産性変化の評価手法の検討を行った。温暖化予測実験データ公開サーバー環境移行に伴い、

国際的なデータ配布を担う公開サーバーでのユーティリティ関連ソフトウェアを移植した。 

 

［キーワード］土地利用変化シナリオ、土地利用変化炭素排出、Representative Concentration 

Pathways (RCPs)、植生火災、地球システムモデル 
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１．はじめに 

 気候変動に関する政府間パネル第5次評価報告書(IPCC AR5)に向けた次世代の気候変動予測シナ

リオの構築が急務となっている。国際的な長期気候変動予測研究の議論において、これまで十分

には取り扱われてこなかった自然システムと社会システムを統合して解析するアプローチが重要

視されている。IPCC AR5に向けた統合的な気候変動シナリオ解析枠組みとして、パラレルアプロ

ーチに従った研究が進みつつある(Moss et a. 2010)6)。パラレルアプローチの第一段階として、

気候モデルへの入力データとなる、将来の安定化時放射強制力を4種類に設定した排出・濃度・土

地利用変化に関する代表的濃度経路(Representative Concentration Pathways: RCPs)シナリオの

構築が、統合評価モデル(Integrated Assessment Models: IAMs)グループによって進められ、平

成21年度にデータ公開がなされた。それに引き続き、RCPs濃度・排出シナリオに基づく温暖化予

測実験がなされ、第5期結合モデル相互比較プロジェクト(Coupled Model Intercomparison Project 

Phase 5: CMIP5)のデータアーカイブに、世界各気候研究機関による気候モデルグループによる計

算結果が提出されている。同時に、新たな社会経済シナリオと叙述的なストーリーラインの作成

および緩和・適応に向けた影響評価研究による整合的な気候変動シナリオの統合化が現在進みつ

つある。 

 本研究課題における本サブ課題では、このIPCC AR5でのパラレルアプローチに準ずる形で、新

シナリオ統合化に向けたシナリオの整合性解析に先立ち、初めに気候モデルへの入力に向けた空

間詳細な排出シナリオ開発を行った。具体的には、アジア太平洋結合評価モデル(Asia-Pacific 

Integrated Model:AIM)が作成するRCP6シナリオの排出シナリオの中で、社会・経済モデルによる

排出を補完する形で、土地利用変化およびCO2濃度パスと整合的な、陸域生態系からの空間詳細な

排出シナリオの構築を進めることとした。この陸域排出シナリオ作成において、過去から将来に

わたり整合的な排出データの作成を行うため、陸域生態系モデルによる植生火災排出と土地利用

変化排出の推定に関するモデルの高度化と、過去排出推定の検証が必要となる。 

 RCPsシナリオはパラレルアプローチ初期における気候モデルへの入力シナリオという性質上、

放射強制力の安定化に注目した簡易な前提をおいたシナリオであり、シナリオのCO2濃度は簡易気

候・炭素循環モデルによって推定されたものである。CMIP5実験のうち地球システムモデル(Earth 

System Model: ESM)を用いたRCPs実験では、この簡易モデルによって計算されたCO2濃度シナリオ

に基づき、安定化のために将来の許容可能なCO2排出量を推定する設定となっている。このため、

濃度計算に使われた化石燃料由来と土地利用変化由来の炭素排出に関して、整合的な排出である

かどうかが各シナリオにおける許容排出量の評価において大きな影響を持つ。よって、本研究に

おいてRCPsシナリオにおける空間詳細な土地利用変化と土地利用変化による炭素排出についての

整合性評価を行うこととした。 

 また、土地利用変化は、陸域のCO2排出と吸収の変化を通して炭素循環への影響を及ぼすだけで

はなく、陸面の変化によりアルベド、潜熱顕熱の変化を通した物理的な要因によっても気候へ影

響を及ぼす。過去の土地利用変化に対し、生物地球物理学的要因と生物地球化学的要因に切りわ

けるため、簡易な地球システムモデル(Earth System Models of Intermediate Complexity: EMICs)

やESMによる研究が近年進みつつあるが、将来の気候変動への緩和を考慮したシナリオの開発にむ

けても、空間詳細な土地利用変化シナリオを通した気候への影響を評価する必要がある。 

 さらに、CMIP5実験による温暖化予測データの公開に関し、国際規約に基づいたデータ公開サー
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バーの利用に向けた整備が喫緊の課題となっている。 

  

２．研究開発目的 

（１）RCPsデータベースに向けた、人為土地利用変化による炭素排出および植生火災によるエア

ロゾル排出シナリオ作成 

 本研究では、AIMによるRCP6.0シナリオ作成の中で、社会・経済活動による産業由来の人為起源

排出を補完する形で、土地利用変化および植生火災を原因とするセクターの排出シナリオを作成

することを目的とした。排出推定において、過去および現在の土地利用変化に由来する正味の炭

素排出、植生火災によるエアロゾル排出について、陸域生態系モデルの高度化を行うことにより、

衛星観測および他のモデル推定と整合的な排出推定および検証をめざす。このモデルを利用し、

RCP6.0社会・経済シナリオによるCO2排出シナリオと土地利用シナリオに沿った過去から将来にわ

たる整合的な排出推定と、それら排出量の感度分析を行う。 

 

（２）RCPsシナリオにおける土地利用変化シナリオと土地利用変化に由来する炭素排出シナリオ

の整合性評価 

 RCPシナリオでは、CMIP5実験の入力データとして温室効果ガス(GHG)およびエアロゾルの排出・

濃度データと共に、空間詳細な土地利用変化シナリオデータが提供されている。濃度駆動のCMIP5

実験では、統合評価モデルによって作成された化石燃料起源CO2排出シナリオと土地利用変化CO2

排出シナリオに基づいたCO2濃度が駆動データとして利用される。しかし、ESMによる排出駆動の

CMIP5実験では、空間詳細な土地利用変化シナリオデータを利用し、モデル内部で計算した土地利

用変化CO2排出と化石燃料起源CO2排出に従った気候変動予測を行う。そのため、ESMによるシナリ

オ実験の結果を解釈するには、土地利用変化による排出を適切に評価する必要がある。本研究で

は、陸域生態系モデルを用い、RCPs土地利用変化シナリオデータとCO2濃度データを用いた場合の

植生からの土地利用変化排出を算出し、統合評価モデルによる排出シナリオの整合性を評価する

ことを目的とした。また、CMIP5によるシナリオ実験だけでは、ESMによる土地利用変化由来の排

出を評価することは不可能なため、地球システムモデルMIROC-ESMのRCPs実験に対し追加実験を行

い、炭素循環-気候フィードバックを含んだ空間詳細な土地利用変化シナリオによる土地利用変化

由来のCO2排出を評価することを目的とした。 

 

（３）MIROC-ESMによる、土地利用変化シナリオによる気候への影響評価 

 RCPsシナリオでの空間詳細な土地利用変化シナリオの評価のため、地球システム統合モデルを

利用し、土地利用変化による炭素循環の変化を通した生物地球化学的要因による気候への影響と、

陸面過程の変化を通した生物地球物理学的要因による気候への影響評価を行い、将来の気候変動

の緩和に向けた土地利用変化シナリオの検討を行う。 

 

（４）気候変動影響を考慮した陸域生産性評価の手法開発に向けた検討 

 RCPsシナリオは、気候変動の影響を考慮しない簡易な前提をおいたシナリオであり、IPCC AR5

における最終的な気候シナリオに向けた整合的な新土地利用シナリオ作成が求められる。本研究

において、気候変動影響を考慮した農業生産性の評価を行い、土地利用変化シナリオ高度化への
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入力情報を提供するための手法を検討する。 

 

（５）温暖化予測データの利用環境整備とデータサポート 

 温暖化予測データはCMIP5および気候・予報メタデータ規約（Climate and Forecast Metadata 

Convention:CF-1.4）にて定義されている国際標準仕様のメタデータで管理されている。国内研究

機関の温暖化予測データは21世紀気候変動予測革新プログラム(革新プログラム)から提供され、

データ統合・解析システム(DIAS)で配信・管理される。DIASでは温暖化予測データだけでなく様々

な手段で得られた観測データや再解析データなど、図(4)-1に示すような観測から利用までの一体

連携を支援するシステムの開発を行っており、多様なデータの管理を行うためISO19115を拡張し

た独自仕様のメタデータによるデータ管理システムの開発が進められている。様々なデータの統

合・解析に適したDIAS仕様のメタデータを作成するため、CMIP5/CF仕様のメタデータをDIAS仕様

のメタデータへ変換するためのメタデータコンバーターを作成する。同時に、革新プログラムよ

り提供される温暖化予測データのDIAS向けのメタデータを作成する。また、CMIP5での国際的に共

通なデータ配信システムとDIAS独自のデータ統合・解析システムを同時に運用しているDIASの特

性を生かして、DIASでの温暖化予測データ利用者に向け、国際的に共通のデータ利用サービスに

付したデータ利用環境を提供する。 

 

図(4)-1 観測から利用までの一体連携を支援するメタデータ管理システムの概要 
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３．研究開発方法 

（１）RCPsデータベースに向けた、人為土地利用変化によるCO2排出および植生火災によるエアロ

ゾル排出シナリオ作成 

 本研究における排出推定ツールとして、陸域生態系生物地球化学モデルVegetation Integrative 

SImulation Tool (VISIT)を用いた。このモデルはプロセスベースモデルであり、100年スケール

での陸域炭素収支を見積もることが可能である。また特徴として、光合成と呼吸による大気との

CO2の交換を推定するだけでなく、土地利用変化、植生火災、植生による揮発性有機化合物(VOC)・

メタン排出、土壌炭素エロージョンなど、主要要素以外の炭素収支を個々のコンポーネントの導

入により推定可能としている。 

 モデルによる植生火災排出推定において、Thonicke et al. (2001)13)の方法による土壌水分と燃

焼可能な植生由来の燃料量からグリッドごとの火災確率および火災期間を推定するスキームを用

い火災面積推定を行った。また、人為的な植生火災発生として、熱帯、亜熱帯域の土地利用変化、

および移動耕作による火災発生を導入した。モデル内において、RCPs土地利用変化データによる1

次・2次植生から農地・牧草地への転換地での火災発生、および、潜在的に移動耕作がなされてい

る地域における農地面積における回転率15年での火災発生を仮定し、植生火災焼失量を求めた。

燃料の燃焼完全性(combustion completeness)と排出係数については、RCPsの基準年データ作成に

用いられた値(Lamarque et al. 20104))をパラメータとして使用した。 

 VISITの火災コンポーネントによる排出として、CO2・CO・CH4・NMHC(非メタン炭化水素)・OC(有

機炭素)・BC(ブラックカーボン)等のRCPsで求められる温室効果ガスと各エアロゾル排出量を、1

ヶ月ごと、空間分解能30分のグリッドで計算した。また、これら推定値を、衛星観測に基づく火

災排出推定データベースGFEDv2(Randerson et al. 20079))と比較検討することにより、モデル内

の火災発生確率から面積推定に関する地域化パラメータの改善を行った。 

 この火災モジュールを用い、2006-2100年でのRCP6社会・経済シナリオに従った植生火災による

排出シナリオ作成を行った。排出シナリオ作成実験として、1901-2000年の過去再現実験に引き続

き、RCP6のCO2濃度シナリオと空間詳細な土地利用変化シナリオを駆動データとして用い、2001年

から2100年のオフライン実験を行った。RCPsシナリオは気候変動シナリオ構築の第1段階として温

暖化の効果を入れない簡易なシナリオであるため、2001年以降の気候条件として1990年代の気候

値を用いた。また、植生のCO2施肥効果を通した間接効果を避けるために、火災発生確率に対する

土壌水分の変動影響に関して、CO2施肥効果による土壌水分変動を考慮しない実験設定とした。こ

のRCP6.0シナリオ作成実験と共に、AIMによるRCP6.0シナリオの参照シナリオとして作成されたな

りゆき(BAU)シナリオの実験、またCO2濃度に対する植生火災排出の影響をみるため、CO2施肥効果

を考慮しない実験およびCO2施肥効果による火災発生確率に対する間接効果を含む実験を追加で行

った。 

 土地利用変化による正味のCO2排出推定に関しても、シナリオ作成に先立ち、過去1901-2000年に

おける本研究に用いたモデルによる推定での再現性の検証を行った。過去土地利用変化データと

して、RCPsシナリオ作成プロセスにおいて構築されたニューハンプシャー大学による空間解像度

0.5°の過去土地利用データ(Hurtt et al. 20092))を用いた。VISITモデルグリッド内において、1

次植生、2次植生、農地、牧草地、都市と分類された土地利用データおよび土地利用間の遷移デー

タを用い、土地利用変化にともなう植生伐採によるCO2の排出量、農地・牧草地の放棄による植生
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再成長を通したCO2の吸収量を計算した。RCP6土地利用変化由来CO2排出シナリオ作成においては、

過去土地利用排出推定実験で検証を行ったモデルを利用し、植生火災排出推定実験と同様にVISIT

を用いた2006-2100年でのオフライン実験による推定を行った。空間詳細な土地利用変化データと

して、RCP6社会・経済モデルによる広域な地域別土地利用割合データを本研究課題サブテーマ（１）

がダウンスケーリングし遷移情報を付加したものを利用した。また、RCP6シナリオ作成と並行し

て、AIMによるBAUレファレンス土地利用・CO2濃度シナリオを利用した場合での、土地利用変化由

来のCO2排出推定も同時に行った。これら陸域生態系排出シナリオを、AIMの社会・経済モデルへ戻

すことにより、最終的なRCP6シナリオ作成を行い、RCPsデータベースに提出した(Masui et al. 

20115))。 

 

（２）RCPsシナリオにおける土地利用変化シナリオと土地利用変化に由来するCO2排出シナリオの

整合性評価 

 土地利用シナリオデータとして、IAMs間の違いをハーモナイズしたRCPs土地利用変化データ

(Hurtt et al. 20092))を利用した。このデータは空間解像度0.5°グリッドで、1次土地、2次土地、

農地、牧草地、都市の区分でグリッド内の土地利用割合およびそれらの土地利用の間の遷移を、

過去データに引き続き、統合評価モデルによる各RCPsシナリオの2005年から2100年までの変化に

ついて整備したデータである。本研究で検証を行った陸域生態系モデルVISITを用い、各RCPsシナ

リオでの2006年から2100年までの土地利用変化による正味のCO2排出を推定した。また、CO2施肥効

果が土地利用変化排出に及ぼす影響を評価するため、各シナリオについてCO2濃度を2001年のレベ

ルに固定した実験を追加実験として行った。さらに、土地利用変化排出に対する温暖化影響の評

価のため、MIROC-ESMによるRCPs濃度駆動実験と、排出駆動実験の温暖化予測結果を利用したVISIT

によりオフライン実験を行った。VISIT温暖化オフライン実験の気候フォーシングとして、

MIROC-ESM濃度駆動による各RCPsシナリオ実験での、T42ガウス格子の月別地上2m気温、降水量、

地上2m相対比湿、下向き短波放射予測結果を水平解像度0.5°グリッドに内挿したものを用いた。

同時に、MIROC-ESMにおいて、各RCPs実験に対応する土地利用を2005年に固定した実験を行い、こ

れら実験間の陸域炭素フラックスの差を求めることにより、土地利用変化由来のCO2排出量を求め

た。MIROC-ESMの土地利用固定実験設定として、濃度駆動実験とともに排出駆動実験によるCO2濃度

予測結果を用いた実験も実施した。 

 

（３）MIROC-ESMによる、土地利用変化シナリオによる気候への影響評価 

 土地利用変化シナリオによる気候への影響を、生物地球物理学的要因と生物地球化学的要因に

分離するため、MIROC-ESMによるCMIP5排出駆動RCPs実験に対応する、土地利用を2005年に固定し

た実験を行った。実験設定として、CO2濃度をRCPs排出駆動実験の予測結果を利用した実験(L1A)

とともに、化石燃料由来のCO2排出シナリオとモデル内での過去土地利用に由来するCO2排出によっ

てモデル内でCO2濃度を計算する設定による実験(L1B)の2タイプの実験設定で行った。また、CMIP5

でのRCPsシナリオ排出駆動実験はRCP8.5でのみ設定されているため、RCP8.5以外でのシナリオに

ついても、MIROC-ESMを用い排出駆動実験(L1C)を行った。L1CとL1Aの気候応答を比較することに

より、土地利用変化による気候への生物地球物理学的要因の影響評価が可能となる。また、L1Aと

L1Bの気候応答を比較することにより、土地利用変化によるCO2排出変化を通した気候への影響(生
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物地球化学的要因)を評価することが可能となる。 

 

（４）気候変動影響を考慮した陸域生産性評価の手法開発に向けた検討 

 RCPs以降のパラレルアプローチ対応に向け、土地利用モデルに農地生産性の変化を再入力し、

気候変動と整合的な新土地利用シナリオを作成することを最終目的として、気候変動予測結果を

考慮した農地生産性の変化見積りを行う手法開発の検討を行った。農地における作物収量変動予

測モデルのベースとして、土壌・水循環モデルSoil and Water Assessment Tool (SWAT)を用い、

モデルからの作物コンポーネントの分離、およびモデル内の気候データの取扱いに関する手法の

整備を行った。 

 SWATモデルのコード上から作物生産性に関与する部分のみを抽出するため、コールグラフを作

成したのち作物コンポーネントの分離作業を行った。また、土地利用モデルへの入力条件として

陸域全体に渡る気候変動による生産性変化の評価が必要であるため、入力条件である気候データ

について、作物モデルと陸域生態系モデルVISIT間で整合性のあるデータを取り扱うための変更を

行った。SWATは流域および圃場レベルで計算を行うモデルのため、全球0.5°空間解像度のグリッ

ドを単位として作物コンポーネントを内部に組み込むルーチンを実装した。同時に、SWATモデル

内での気象データの扱いを全球に拡張するため、SWAT I/Oシステムに1°グリッド水平解像度かつ

1日時間解像度のダイレクトアクセスバイナリファイルの読み込み機能を追加実装した。また、CO2

濃度変化による作物成長の影響を評価するため、年ごとのCO2濃度データの読み込みコードを追加

した。 

 開発を行ったモデルの動作テストとして、RCPsシナリオを用いたCMIP5温暖化予測データ整備を

行ったのち、単收推定実験を実施した。実験設定として、MIROC-ESMの濃度駆動RCP6実験による日

別気候データ(地上2m日最大気温、地上2m日最小気温、日降水量、地上2m相対比湿、下向き短波放

射、地上10m風速)と、シナリオのCO2濃度変化を入力条件とし、2006年から2100年までのイネの単

収を評価する全球シミュレーションを行った。 

 

（５）温暖化予測データの利用環境整備とデータサポート 

１）メタデータコンバーターとDIASメタデータの作成 

 各国の研究機関で開発されている大気海洋結合モデルによる温暖化予測データの配信は、Earth 

System Grid Federation (ESGF)で開発されている分散共有型のデータ配布システムであるEarth 

System Grid (ESG)によって各国のデータ利用者に提供される。国内研究機関から提供される温暖

化予測データは、CMIP5/CFで定義されたメタデータ仕様に基づいてClimate Model Output Rewriter 

Version 2 (CMOR2)を用いてCMIP5共通仕様のnetCDF形式のデータファイルとして作成され、DIAS

で運用されているESGの分散サーバー(ESG node)からClimate Data Analysis ToolのPCMDIの

Gatewayサーバーを通じて全世界の利用者へ配信されている。図(4)-2に示すようにDIASではESGと

平行して独自のデータ統合・解析システムを開発しており、ESGとDIAS双方でのデータ管理を補完

するためESGでデータ管理に用いられているCMIP5/CF仕様のメタデータをDIAS仕様のメタデータ

へ変換するためのメタデータコンバーターを作成し、国内研究機関から提供される温暖化予測デ

ータのDIASメタデータを作成する。 
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２）DIAS利用者向けデータ利用付加サービス 

 DIASでの温暖化予測データ利用者に向け、ESGで提供される国際的に共通のデータ利用サービス

とは独立した独自のデータ利用サービスを提供する。ESGより配信される温暖化予測データは

CMIP5/CFの仕様によりモデルの計算に使われているオリジナルのグリッドにてデータ配信するこ

とが求められている。国内外の研究機関で温暖化予測実験に用いられる大気海洋結合モデルの海

洋モデルでは、計算リソースの効率的利用などを目的にTripolerグリッドやbipolerグリッドなど

の非緯度経度グリッドで計算され、CMIP5/CF仕様に基づきモデルグリッド定義のままESGを通じデ

ータが配信される場合がある。そこでLos Alamos National Laboratoryにて開発されている

Spherical Coordinate Remapping and Interpolation Package (SCRIP)を用いたモデルグリッド

変換ツールをDIASへインストールし、非緯度経度グリッドデータを観測データなどとの比較解析

が容易な緯度経度グリッドデータへ変換できるようにすることで温暖化予測データ解析時の利便

性を向上させる（図(4)-3）。また、CMIP5/CFでは、各研究機関の大気海洋結合モデル間のデータ

相互比較を目的としているため、提供される変数や時間間隔が決められている。地球システム統

合モデルのモデル出力データでは、統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナ

リオの開発や温暖化予測データに基づいた影響評価研究を支援するためCMIP5/CFで規定されてい

ないデータも出力しており、CMIP5/CFで規定されていないデータをDIASの利用者に対して別途提

供し、影響評価分野などCMIP5以外のデータ利用者の研究支援をおこなう。 

 

図(4)-2 ESGとDIASにおけるデータ利用環境とメタデータコンバーター  
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図(4)-3 温暖化予測データの簡易可視化とグリッド変換  

 

４．結果及び考察 

（１）RCPsデータベースに向けた、人為土地利用変化によるCO2排出および植生火災によるエアロ

ゾル排出シナリオ作成 

 GFEDv2データが利用可能な年に対応する過去気象データを用いたVISITによるシミュレーショ

ン(1997-2000年平均)において、全球植生火災面積は3.64±0.08(106 km2, mean±1SD)、CO2 排出は

8623±612(Tg CO2)、BC排出は3.05±0.24(Tg BC)と推定された。GFEDv2ではそれぞれの値が3.52

±0.16(106 km2)、9482±1930(Tg CO2)、3.08±0.75(Tg BC)と推定されており、VISIT火災モデルへ

の人為火災の導入と地域パラメタライズを行ったことによりにより、衛星観測による火災面積お

よび排出推定の誤差の幅において火災排出量を再現することが可能となった。 

 全球火災BC排出推定に関して、本モデルによる過去気象データによる1901年から2000年のシミ

ュレーション結果10年平均推定値、Mouillot et al. (2006)7)に基づく1900年から1990年までの10

年平均推定値の最大値と最小値、RCPsによる1900-2000年の10年平均値(Lamarque et al. 20104))、

RETROデータベース(Schultz et al. 200810))による1960-1990年の10年平均値、および1997-2006

年のGFEDv2での年推定値を図(4)-4に示した。RCP過去火災排出データは、最新の研究による火災

履歴データ(Mouillot et al. 20067), Schultz el al. 200810))、および衛星観測にもとづくGFEDv2

の結果から作成されている。20世紀における植生火災排出の傾向として、RCP過去火災履歴データ、

VISITモデル推定とも、1980年以降に小程度の増加が見られるが、全体を通して急激な排出量の増
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減はなかったことが示された(図(4)-4)。 

 

図(4)-4 全球火災BC排出推定値。太実線が本研究による推定値。白丸による点線がRCPs作成グル

ープによる過去排出推定値(Lamarque et al. 20104))。黒丸による細実線がRETROデータによる推定

値(Schultz et al. 200810))。破線がMouillot et al. 20067)による火災炭素排出量の最大値と最小値にもと

づきBC排出量を推定した値。白三角による細実線がGFEDv2(Randerson et al. 20079))による推定値。 

 

 次に、GFEDv2における1997年から2000年までの火災排出空間分布と本研究によるBC排出推定を

示す(図(4)-5a,b)。熱帯域での人為火災とGFEDv2推定と同様の全球を14地域に分けたパラメタリ

ゼーションを利用することによって、空間的な排出推定を改善した。 

  

図(4)-5 a: GFEDv2による1997-2000年平均BC排出(mg BC m-2 year-1)空間分布。b: 本研究による同

年平均BC排出推定。  

a. b. 



S-5-4-89 

 

 RCP6シナリオ計算において、全球での年火災BC排出量は2100年において3.2 Tg BC yr-1まで上昇

した(図(4)-6)。2100年における内訳として、草地における火災排出は1.7 Tg BC yr-1と、2005年

から0.2 Tg BC yr-1増加した。また森林火災については、2100年において1.5 Tg BC yr-1と、2005

年排出量に比べ、約0.4 Tg BC yr-1上昇し、森林域における火災の増加を示した。火災に関するCO2

施肥効果に関しては、土壌水分の変化を通した間接的な効果により、より火災発生量が増加する

可能性が明らかになった。 

 

図(4)-6 RCP6シナリオ作成実験における2006-2100年平均BC排出推定  

 

 図(4)-7に、本モデルによる20世紀土地利用変化による正味CO2フラックス推定を示す。同時に比

較対象として、Ramankutty et al. (2007)8)、Ito et al. (2008)3)およびHoughton (2008)1)によっ

てまとめられた、異なった推定方法による土地利用変化起源CO2排出推定の幅を示す。本研究での

1901-2000年における全球平均推定値として1.11 Pg C yr-1の正味土地利用変化CO2排出が見積もら

れた。この値は、Houghton (2008)1)による排出推定1.16 Pg C y-1と整合する推定値である。また、

これまでの研究により、1960年以降の排出量推定値に関し大きな不確実性があると考えられるが、

本研究による1990年代の排出は1.15 Pg C yr-1と推定され、最新の研究による推定値と同等の見積

りを得た(Strassmann et al. 200812), Ito et al. 20083), Shevliakova et al. 200911))。この結

果は、Houghton (2008)1)によるブックキーピング法による推定値が、20世紀後半の施肥効果の影

響を考慮していないために過大になっている可能性を示している(Ito et al. 20083))。 
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図(4)-7 さまざまなモデル・推定方法を用いた1920-2000年における過去土地利用変化による正味

CO2排出推定(Pg C year-1)。太破線が本研究によるVISITを利用した排出推定値。  

 

 また、このモデルを用いて作成したRCP6シナリオでの土地利用変化CO2排出は、20世紀後半の耕

作放棄地による再成長の影響により、2000年から2020年ほどの間に大きく排出量が低下すること

がわかった。RCP6土地利用シナリオでは2020年から2030年、および2080年から2090年にわたり、

牧草地の減少と2次植生の増加が同時に起こるため、これら土地利用変化がその後の土地利用変化

によるCO2吸収をさらに引き起こしている。このため、2100年での全球土地利用CO2排出は0.18 Pg C 

yr-1と2000年に比べ8割弱減少することがわかった。これら陸域からの植生火災起源エアロゾル排

出 お よ び 土 地 利 用 変 化 CO2 排 出 の 結 果 は RCP6 シ ナ リ オ の 一 部 と し て

http://www.iiasa.ac.at/web-apps/tnt/RcpDb/ において平成21年度に公開となっている。 

 

（２）RCPsシナリオにおける土地利用変化シナリオと土地利用変化に由来する炭素排出シナリオ

の整合性評価 

 VISITを用いたRCP2.6, RCP4.5, RCP6, RCP8.5各シナリオのCO2濃度と土地利用変化データを入力

した気候変動を考慮しない排出推定において、2006-2100年の土地利用変化による積算炭素排出量

は、それぞれ114 Pg C, -58 Pg C, 12 Pg C, 78 Pg Cであった。この値は、統合評価モデルによ

るRCPs標準の土地利用変化排出と比べ、それぞれ53 Pg C, -62 Pg C, 13 Pg C, 25 Pg Cの違いを

示し、特にRCP2.6、RCP4.5において統合評価モデルによるシナリオとの乖離が見られた。また、

その他の実験設定における各RCPsシナリオでの土地利用変化による年あたり炭素排出推定値と

2006-2100年積算値も同様に図(4)-8に示す。VISITによるCO2施肥効果に関する実験結果では、
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RCP2.6以外のシナリオにおいてCO2施肥効果により排出量が減少することがわかった。また、温暖

化による排出への影響はシナリオごとに異なるが、RCP8.5で温暖化により排出が42Pg C増えるこ

とを除き、影響は小さいことが明らかになった。MIROC-ESMによる土地利用変化実験においては、

RCP4.5とRCP6において、統合評価モデルの推定値に比べ大きく吸収する結果を示した。また、VISIT

による温暖化を考慮した実験との比較では、MIROC-ESMはどのシナリオについてもより吸収側の結

果を示した。MIROC-ESMにおいて土地利用変化により吸収量の結果を示した理由として、MIROC-ESM

の植生モデルSEIB-DGVMの動的植生システムによって、木本植物が土地利用変化により分布を変え

たことが挙げられる。 

 

図(4)-8 各実験および統合評価モデルによるRCPsシナリオにおける年間土地利用変化由来の炭素

排出推定と2006-2100年積算排出量。赤線はMIROC-ESMによる気候変化の影響を含む推定、オレン

ジ線はVISITによる気候変化の影響を含む推定を示す。それぞれ点線がMIROC-ESM排出駆動実験、

実線がMIROC-ESM濃度駆動実験の気候とCO2濃度による実験を示す。青線は気候変化の影響を含

まないVISITによる推定を示し、実線がRCPによるCO2濃度、点線が2000年のCO2濃度固定実験を

示す。黒線はRCPによる土地利用変化排出シナリオ。 

 

 RCP2.6シナリオは最も放射強制力が小さいシナリオであるため、化石燃料由来のCO2排出を減ら

すためにバイオエネルギーを利用したCO2貯留(bio-energy with carbon capture and storage: 

BECCS)を利用した炭素削減シナリオとなっており、2005-2100年で160 Pg CのBECCSを行うシナリ

オである。本研究によって、RCP2.6の農地拡大とともにBECCSを意図した自然植生からバイオマス

作物への土地利用変化により、間接的な炭素排出がシナリオの想定以上に増加する可能性が示さ

れた。また、RCP4.5シナリオは炭素税政策による農地、牧草地とも減少するシナリオとなってお

り、植生回復による炭素排出に対する緩和の効果がシナリオの想定以上に存在することを示した。 
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（３）MIROC-ESMによる、土地利用変化シナリオによる気候への影響評価 

 図(4)-9に、MIROC-ESM排出駆動の各RCPsシナリオ実験における、土地利用変化シナリオによる

地上2m気温への影響を示す。2006-2100年平均でみた、各RCPsシナリオの土地利用変化による生物

地球物理学的要因を通した全球平均地表2m気温への影響は、RCP2.6、RCP4.5、RCP6、RCP8.5にお

いてそれぞれ-0.03℃、-0.01℃、-0.06℃、-0.05℃であり、RCP4.5を除き有意な差を示した。生

物地球化学的要因と通した影響については、各シナリオにおいてそれぞれ+0.07℃、-0.01℃、

-0.02℃、+0.10℃であり、RCP2.6とRCP8.5において有意な差を示した。これら両要因を足した正

味の土地利用変化影響はそれぞれ+0.04℃、-0.02℃、-0.08℃、+0.05℃であり、RCP4.5を除き有

意な差を示した。これらの結果により、RCP2.6とRCP8.5のような農地・牧草地が拡大するシナリ

オにおいては、生物地球物理学的要因を通した低温化よりも、土地利用変化によるCO2排出増を通

した高温化が勝ることが明らかになった。また、植生回復が進むRCP6では、土地利用変化による

生物地球物理学的要因を通した気温への影響は非常に複雑な空間分布を持つが、アフリカ南部お

よび南アメリカ中低緯度における農地・牧草地の放棄による自然植生の増加により、地域的に大

きな低温化の可能性も明らかになった。また、CO2吸収を通した全球での低温化もみられ、効率的

な土地利用変化シナリオにより、将来の温暖化の地域的および全球での緩和の可能性も示した。 

 

 

図(4)-9 2006-2100年平均での各RCPs土地利用変化による地表2m気温の応答。上段のLCPhが生物地

球物理学的要因の影響、中段のLCChが生物地球化学的要因の影響、下段LCNetが正味の影響を示す。

カラーバーのスケールは-0.8℃から0.8℃の範囲を示す。  

 

（４）気候変動影響を考慮した陸域生産性評価の手法開発に向けた検討 

 本研究によって、SWATコードの全球計算に向けた拡張とともに、作物生産性評価おいて温暖化

時の気候データの利用を可能とした。また、モデルのテスト環境として、MIROC-ESMによる濃度駆

動RCP6シナリオ下での温暖化予測データ整備を行った。整備をしたデータは日別の最高気温、最

低気温、降水量、相対比湿、地表面下向き短波放射、地表10m風速であり、これらをT42ガウス格
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子から1°データへ内挿しバイナリデータを作成した。MIROC-ESMの濃度駆動RCP6実験の気候出力

とCO2濃度シナリオを与えた稲の生産性評価実験において、2086-2095年の全球平均での作物生産性

は、2006-2015年平均に対し1.3倍に増加した。北半球の緯度帯別に見ると、北緯30°から北緯60°

帯では1.74倍(図(4)-10右)、赤道から北緯30°帯では1.26倍(図(4)-10左)となり、中緯度から高

緯度にかけての生産性増加が、RCP6における気候変動によってもたらされることが明らかなった。 

 本研究により、将来の気候変動予測実験の結果を利用し、プロセスベースモデルによる作物生

産性の空間的な評価手法の開発を行った。これまでの統合評価モデルでは、過去統計情報を用い

た仮定に基づいた作物生産性を利用し、将来土地利用シナリオの作成を行なってきたが、今後、

気候変動を考慮した収量の変化を取り入れることが可能となった。ただし、本研究での作物生産

性の評価は、肥料投入量については現在の値に固定して評価を行うなど、いぜん簡易な前提が含

まれており、今後の研究において、社会・経済的な要因による農業技術・肥料・潅漑の変化を取

り入れた評価を行うことが必要である。 

  

図(4)-10 SWATモデルによる、MIROC-ESM濃度駆動RCP6実験での気候変動予測結果を利用した、

イネの収量予測。左: 北緯0-30°平均、右: 北緯30-60°平均。 

 

（５）温暖化予測データの利用環境整備とデータサポート 

 メタデータコンバーターを用い、地球システム統合モデル(MIROC-ESM、MIROC-ESM-CHEM)や高解

像度大気海洋結合モデル(MIROC4h)による21世紀予測シナリオ実験や20世紀再現シナリオ実験な

どから出力されたCMIP5/CFメタデータから、40万件あまりのDIASメタデータを作成した。CMIP5/CF

規定外データを影響評価分野の研究者向けにDIASを通じ500GBあまり提供した。非緯度経度グリッ

ドデータを解析の容易な緯度経度データへ変換するための環境整備を行った。温暖化予測データ

の簡易可視化ツールをインストールしてグリッド変換前後のデータ確認などを行えるようにした

(図(4)-3)。 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

これまでの統合評価モデルにおいて重要視されていなかった、詳細な陸域生態系プロセスを導

入した陸域排出シナリオを作成し、RCP6データとして国際的な気候変動予測研究コミュニティー

に対しシナリオ提供をおこなった。RCPs土地利用変化排出シナリオの整合性評価を行い、地球シ

ステムモデルを用いた研究における、バイオエネルギー利用によるCO2回収貯留(CCS)を通した土地

利用変化影響の重要性を提唱した。気候変化に対する土地利用変化影響の評価を行うことにより、

生物地球物理学的要因と生物地球化学的要因のシナリオごとの重要性の違いを示した。 

 

（２）環境政策への貢献 

RCP2.6におけるバイオエネルギーを利用したCCSといった農地拡大シナリオやRCP4.5における

政策的な森林拡大などによる陸域炭素循環への影響の評価、土地利用変化シナリオによる将来気

候へ影響評価を行い、将来の持続可能な土地利用のあり方についての政策決定に向けた科学的知

見を蓄積した。 

 

６．国際共同研究等の状況 

 国際的な陸域モデル研究グループであるILAMB会議において、地球システムモデル研究における

土地利用変化感度実験の重要性を発表し、その後のLUCID-CMIP5相互比較実験において、日本のモ

デルチームからの貢献を行った。この結果については、ドイツMax Planck Institute for 

Meteorology (MPI-M)のVictor Brovkin氏らと共同で、Planet Under Pressure 2012会議において

発表を行った。 
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 [Abstract] 
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Detailed spatial interactions between climate change predictions and 

socioeconomic changes have yet to be analyzed in IPCC Fourth Assessment Reports. So 
far, socioeconomic scenarios that divide the world into different political units have been 
used for prediction. However, future consideration of sustainable low-carbon society will 
require the use of climate prediction models of greater spatial resolution to analyze global 
warming mitigation and adaptation for specific land uses. In Theme 4, we have sought to 
develop geographically explicit LULUCF (Land Use, Land-Use Change and Forestry) 
scenarios. 

Sub-theme 1: We have developed a new method for downscaling population, GDP, 
changes in land use (pasture land, cropland, cities, etc.) generated by country-specific 
socioeconomic models to a 0.5° mesh. Our findings are being used to predict climate 
change worldwide as one of the Representative Concentration Pathways (RCPs) to be set 
forth in the IPCC Fifth Assessment Report. We also developed spatially explicit land-use 
change scenarios specific to certain localities, the Tokyo Metropolitan Area. These 
scenarios are used in the field of urban climate model research to analyze heat-island 
effects. 

Sub-theme 2: We developed a new method to estimate spatial distribution of GHGs 
and aerosols sources. The emissions data for each sector and region estimated by the 
Asia-Pacific Integrated Model were converted into a 0.5° mesh, using the socioeconomic 
data created in sub-theme 1 as spatially explicit indicators. We also investigated 
uncertainties in the estimation of gridded emission data. 

Sub-theme 3: We collected geographically delineated data on socioeconomic 
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activity, carried out bottom-up analyses of urban GHG emissions, developed methods for 
estimating urban growth and population density through using remote-sensing images, and 
analyzed the relationship between urban compactness and CO2 emissions. We also built an 
international network of researchers in cooperation with the Global Carbon Project. 

Sub-theme 4: We used a land-use change scenarios corresponding to RCPs to 
analyze changes in CO2 emissions caused by future changes in land use (reductions in 
forest cover, etc.). We also analyzed these scenarios to estimate cumulative carbon 
emissions derived from land-use changes. Our results point to the need to combine 
land-use change scenarios with terrestrial ecosystem and climate models and consider 
mitigation and adaptation scenarios that take into account carbon-cycle feedbacks, 
including global warming impacts.  

We conducted research on land-use change scenarios that include a geographical 
distribution perspective, and we made our findings available to researchers involved in 
global and regional climate change prediction and impact assessment.  
 
 

 


